
令和５年第１回定例市議会提出議案の概要 

〇議第１号 令和４年度中津市一般会計補正予算（第８号） 

物価高騰対策として、地域経済の活性化のためプレミアム商品券第６弾の発行や学校

給食の提供を確保するための支援、国の第２号補正予算に対応した南部小学校施設長

寿命化等の前倒しを行う。 

そのほか、事業費の確定等に伴う所要の補正を行う。 

１．補正概要 

補 正 予 算 額 △２６７，８３３ 千円

物 価 高 騰 対 策 関 連 ２２２，３３０ 千円 

国 の 第 ２ 号 補 正 予 算 関 連 ２３２，３３６ 千円 

既 決 予 算 額 ４６，４３４，４９０ 千円 

累 計 ４６，１６６，６５７ 千円 

（対当初＋７．７％ 対現計△０．６％） 

【歳入の主な内訳】 

市 税 ２６５，８８７ 千円 

地 方 消 費 税 交 付 金 １５０，１７６ 千円 

地 方 交 付 税 １５４，３４５ 千円 

国 庫 支 出 金 △２９７，４００ 千円

国 の 第 ２ 号 補 正 予 算 関 連 ５４，４３３ 千円 

県 支 出 金  １１４，０６９ 千円 

物 価 高 騰 対 策 関 連 １３２，０００ 千円 

  国 の 第 ２ 号 補 正 予 算 関 連 ４４，２１２ 千円 

財政調整基金繰入金  △６７７，４９４ 千円

市 債  △５６，１００ 千円

資 料 １ 
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2．事業概要一覧表

＜物価高騰対策関連 ＞ 単位：千円

Ｎo． 事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 課名

204,000

（特定財源）

県 132,000

18,330

＜国の第２号補正予算関連 ＞ 単位：千円

Ｎo． 事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 課名

67,936

（特定財源）

県 44,212

158,400

（特定財源）

国庫 52,433

市債 104,800

6,000

（特定財源）

国庫 2,000

市債 4,000

物価が高騰する中、県補助金を活用し、市民の生活支
援、地域経済の活性化を目的として、広く行き渡るようプレ
ミアム商品券を発行する

プレミアム商品券第6弾
　　発 行 総 額 ：7億8,000万円
　　プレミアム率：30％(県20％、市10％）
　　利 用 期 間 ：令和5年6月～8月

※地域消費喚起プレミアム商品券支援事業費補助金
を活用

商工・
雇用

政策課

2
【学校給食運営事業】
学校給食提供支援補
助金

本年度、不安定な国際情勢などを要因とした物価高騰を
受け、学校給食会計の運営にも影響が生じているため、
同会計に対して、影響額を支援する
令和5年度も引き続き支援を行う

体育・
給食課

1
【商業振興事業】
プレミアム商品券発行
事業

5
【幼稚園管理事業】
幼稚園整備事業
（国補正分）

＜国2号補正＞
三保幼稚園空調更新工事

※補助率：国1/3

教育
総務課

3
【地籍調査事業】
地籍調査（国補正分）

＜国2号補正＞
地籍調査（本耶馬渓東谷地区、耶馬溪山移地区）

※補助率：県3/4
用地課

4

【小学校長寿命化改良
事業】
南部小学校施設長寿
命化改良事業
（国補正分）

＜国2号補正＞
事業年度：令和4年度～令和7年度
全体事業費：324,600千円

※補助率：国1/3

教育
総務課
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＜主な事業 ＞ 単位：千円

Ｎo． 事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 課名

113,170

100,000

22,861

（特定財源）

国庫 11,430

県 5,715

8,179

（特定財源）

国庫 4,089

県 2,044

△24,886

（特定財源）

国庫 △8,295

△62,786

（特定財源）

国庫 △46,688

県 △8,049

55,889

9,700

（特定財源）

県 3,300

市債 6,300

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

10
【児童扶養手当事業】
児童扶養手当

実績見込みに伴う減額補正
※補助率：国1/3

　（補正後予算額）　415,636千円

子育て
支援課

8

【障害福祉サービス事
業】
介護給付・訓練等給付
費

令和4年10月から開始した福祉・介護職員等の報酬改定
及び障害福祉サービス利用者（18歳以上）数の増に伴う
増額補正

※補助率：国1/2、県1/4

　（補正後予算額）　2,032,351千円

福祉
支援課

13
【鳥獣被害対策関係事
業】
有害鳥獣捕獲奨励金

有害鳥獣の捕獲（イノシシ、アライグマ等）に対する奨励金
実績見込みによる増額補正

※県補助は捕獲した有害鳥獣の種類及び頭数による

　（補正後予算額）　54,949千円

林業
水産課

7
【基金管理事業】
公共施設等整備基金
積立金

今後の公共施設整備に備えて基金へ積立

　（補正後予算額）　238,295千円

行政経営
改革・

デジタル
推進課

12
【予防事業】
新型コロナウイルスワク
チン接種関連

令和3年度分の国庫支出金精算返還金

　（補正後予算額）　508,854千円

地域医療
対策課

11
【児童手当事業】
児童手当

実績見込みによる減額補正
※補助率：国4/6　37/45、県1/6、4/45

　（補正後予算額）　1,366,180千円

子育て
支援課

9
【障害児援護事業】
障害児通所給付事業

通所サービス利用者（18歳未満）数の増に伴う増額補正
※補助率：国1/2、県1/4

　（補正後予算額）　472,927千円

福祉
支援課

6
職員給与費
（退職手当）

退職者数の増による増額補正

　（補正後予算額）　629,008千円
総務課
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〇議第２号 令和４年度中津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

＜事業勘定＞ 

１．補正概要 

補 正 予 算 額 △１０，２２１ 千円

既 決 予 算 額 ９，４９３，６３５ 千円 

累 計 ９，４８３，４１４ 千円 

（対当初＋３．４％ 対現計△０．１％） 

※実績見込みに伴う減額補正

   （歳入）保険税＋１２，４２７、一般会計繰入金△１３，４９８ ほか 

   （歳出）直診勘定繰出金△６，７０９、一般被保険者保険税還付金△２，０００ ほか 

＜直診勘定＞ 

１．補正概要 

補 正 予 算 額 △８，９４０ 千円

既 決 予 算 額 １７０，４９２ 千円 

累 計 １６１，５５２ 千円 

（対当初△５．２％ 対現計△５．２％） 

※実績見込みに伴う減額補正

   （歳入）診療収入△７，９００、直診勘定繰入金△６，７０９、一般会計繰入金＋８，２６９ ほか 

   （歳出）医薬品衛生材料費△４，５００、医療機器購入費（山移）△２，６４０ ほか 

〇議第３号 令和４年度中津市農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

１．補正概要 

補 正 予 算 額 △１，１６７ 千円

既 決 予 算 額 ３４３，０２３ 千円 

累 計 ３４１，８５６ 千円 

（対当初＋３．１％ 対現計△０．３％） 

※実績見込みに伴う減額補正

   （歳入）消費税還付金＋１，１５４、一般会計繰入金△２，３８３ ほか 

   （歳出）設計委託料△７００ ほか 
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〇議第４号 令和４年度中津市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

＜保険事業勘定＞ 

１．補正概要 

補 正 予 算 額 △２５，３０２ 千円

既 決 予 算 額 ８，３5７，４１４ 千円 

累 計 ８，３3２，１１２ 千円 

（対当初＋０．６％ 対現計△０．３％） 

※実績見込みに伴う減額補正

   （歳入）介護保険料＋１１，７６２、調整交付金（現年分）＋９，０３２ 

一般会計繰入金△３，４５７ ほか 

   （歳出）居宅介護サービス給付費＋７５，０００、地域密着型介護サービス給付費＋３２，０００ 

施設介護サービス給付費△６０，０００、特定入所者介護サービス費△５３，０００ ほか 

〇議第５号 令和４年度中津市サイクリングターミナル事業特別会計補正予算（第１号） 

１．補正概要 

補 正 予 算 額  △１７７ 千円 

既 決 予 算 額 １０，４３５ 千円 

累 計 １０，２５８ 千円 

（対当初△１．７％ 対現計△１．７％） 

※実績見込みに伴う減額補正

   （歳入）売上収入△４２４、一般会計繰入金＋２４７ 

   （歳出）料理提供業務委託料△３９０ ほか 

〇議第６号 令和４年度中津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

１．補正概要 

補 正 予 算 額 ８，３４０ 千円 

既 決 予 算 額 １，１６８，５５７ 千円 

累 計 １，１７６，８９７ 千円 

（対当初＋５．７％ 対現計＋０．８％） 

※実績見込みに伴う増額補正

   （歳入）後期高齢者医療保険料＋１２，０５６、一般会計繰入金△３，７１６ 

   （歳出）後期高齢者医療広域連合納付金＋８，４６０ ほか 
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〇議第７号 令和４年度中津市ケーブルネットワーク事業特別会計補正予算（第１号） 

１．補正概要 

補 正 予 算 額  △３，３３９ 千円 

既 決 予 算 額 ４５２，７７３ 千円 

累 計 ４４９，４３４ 千円 

（対当初△０．７％ 対現計△０．７％） 

※実績見込みに伴う減額補正

   （歳入）基金繰入金△１，０００、整備事業債△２，２００ ほか 

   （歳出）設備更新委託料△２，２００、消費税△１，０００ ほか 

〇議第８号 令和４年度中津市病院事業会計補正予算（第２号） 

１．補正概要 

  収益的収入 

補 正 予 算 額 ２０７，６６６ 千円 

既 決 予 算 額 ８，４６６，３６８ 千円 

累 計 ８，６７４，０３４ 千円 

（対当初＋２．５％ 対現計＋２．５％） 

収益的支出 

補 正 予 算 額 １８８，５８４ 千円 

既 決 予 算 額 ８，２７２，８９１ 千円 

累 計 ８，４６１，４７５ 千円 

（対当初＋２．３％ 対現計＋２．３％） 

※新型コロナ感染症対策及び物価高騰等による増額補正

資本的収入 

補 正 予 算 額 △１７，３９３ 千円

既 決 予 算 額 ２０９，８７４ 千円 

累 計 １９２，４８１ 千円 

（対当初△８．３％ 対現計△８．３％） 

資本的支出 

補 正 予 算 額 △２６，９２７ 千円

既 決 予 算 額 ５４９，３２４ 千円 

累 計 ５２２，３９７ 千円 

（対当初△４．９％ 対現計△４．９％） 

※医療機器購入費の確定に伴う減額補正
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〇議第９号 令和４年度中津市診療所事業会計補正予算（第１号） 

１．補正概要 

資本的収入 

補 正 予 算 額 １１，５００ 千円 

既 決 予 算 額 ０ 千円 

累 計 １１，５００ 千円 

（対当初 皆増 対現計 皆増） 

資本的支出 

補 正 予 算 額 △３，０００ 千円

既 決 予 算 額 ３，０００ 千円 

累 計 ０ 千円 

（対当初 皆減 対現計 皆減） 

※新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う特別減収対策企業債の借入及び

器械器具購入の不執行による減額補正

〇議第１０号 令和４年度中津市水道事業会計補正予算（第１号） 

１．補正概要 

資本的収入 

補 正 予 算 額 △１９２，５００ 千円

既 決 予 算 額 １，６１８，７２４ 千円 

累 計 １，４２６，２２４ 千円 

（対当初△１１．９％ 対現計△１１．９％） 

資本的支出 

補 正 予 算 額 △１９７，０００ 千円

既 決 予 算 額 ２，３６７，０３２ 千円 

累 計 ２，１７０，０３２ 千円 

（対当初△８．３％ 対現計△８．３％） 

※三口浄水場整備費の確定に伴う減額補正
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〇議第１１号 令和４年度中津市下水道事業会計補正予算（第２号） 

１．補正概要 

  収益的収入 

補 正 予 算 額 △１，７４０ 千円

既 決 予 算 額 ２，０２３，６１２ 千円 

累 計 ２，０２１，８７２ 千円 

（対当初△０．１％ 対現計△０．１％） 

※実績見込みによる国庫補助金の減額補正

収益的支出 

補 正 予 算 額 １５１，７２４ 千円 

既 決 予 算 額 １，９７６，６８０ 千円 

累 計 ２，１２８，４０４ 千円 

（対当初＋７．７％ 対現計＋７．７％） 

※令和３年度分精算に伴う一般会計への返還金の補正

資本的収入 

補 正 予 算 額 ２３，６８０ 千円 

既 決 予 算 額 １，５７７，５３５ 千円 

累 計 １，６０１，２１５ 千円 

（対当初＋１．５％ 対現計＋１．５％） 

※下水道浸水対策被害軽減基本設計委託に係る国庫補助金の増額補正

過年度の事業交付金の確定による県補助金の増額補正

資本的支出 

補 正 予 算 額 ０ 千円 

既 決 予 算 額 ２，３３７，６４６ 千円 

累 計 ２，３３７，６４６ 千円 

（対当初０．０％ 対現計０．０％） 
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１．予算編成の基本方針

①これまで進めてきた暮らし満足向上のため、【安心】・【元気】・【未来】づくりの施策①

①の着実な展開・更なる深化を図るとともに、「令和5年度中津市政推進の基本指針」

①で示されている方向性を踏まえ、施策の積極的な推進を図る

②ポストコロナにおける社会経済活動の再活性化を目指す

③DX、GXの施策の推進に取り組む

④市民みんなが自ら考え、地域の実情を踏まえた課題解決に向け取り組むことで

④活力づくりを目指す「共創のまちづくり～地域の力をなかつの未来に～」をテーマ④

④とする

２．予算総額

予算規模は前年度より３億７，８４５万７千円の増額となり、過去最大規模となった。

ポストコロナにおける社会経済活動の再活性化を目指し、中山間地域の活性化、防

災、子育て・若者への支援、教育のICT化、ＤＸ・ＧＸの推進など、多様な施策を盛り込

んでいる。

普通建設事業については、前年度より１億９，５１６万７千円の増額であり、本庁舎機

械棟整備、耶馬溪公民館整備、中津市総合体育館整備、北部小学校校舎の増築な

どを計上。

当初予算額 ４３２億５，４５３万８千円
（前年度比 ３億７，８４５万７千円 ＋０.９％）

<参考> ②４１，５５６，３５３ ③４１，６０３，２６２ ④４２，８７６，０８１

〇人件費 7,427,977千円（前年度比 △174,856千円 △2.3％）

〇公債費 4,710,230千円（前年度比 △111,103千円 △0.2％）

〇扶助費 10,301,724千円（前年度比 △208,339千円 △2.0％）

障害者福祉費 2,899,680千円（前年度比 ＋90,783千円 ＋3.2％）

児童福祉費 4,954,873千円（前年度比 △121,141千円 △2.4％）

〇普通建設事業費 4,823,263千円（前年度比 195,167千円 +4.2％）

補助事業費 1,848,475千円（前年度比 △385,776千円 △17.3％）

単独事業費 2,793,292千円（前年度比 ＋622,839千円 ＋28.7％）

国直轄・県営 181,496千円（前年度比 △41,896千円 △18.8％）

〇議第１２号 令和５年度中津市一般会計予算
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３．主な歳入

市税は、前年度と比較して3億9,133万2千円の大幅な増額となり、当初予算計上額

では過去最大となっている。地方交付税は、合併特例債の償還終了に伴い、基準財

政需要額のうち公債費算入額の縮小などにより、前年度と比較し、1億5,000万円の減

額、地方交付税の振り替わりとなる臨時財政対策債は5億8,900万円の大幅な減額と

なっている。

その結果、一般財源総額は257億1,543万5千円となり、前年度と比較し、1億9,016万

2千円の減額となったが、ほぼ前年度並みの額を確保している。

財政調整基金繰入額は前年度と比較し、13.4％減の9億5,182万8千円となった。

４．財政の健全性

持続可能な財政基盤の確立のため、「中津市行政サービス高度化プラン２０２２」の

取り組みを遂行し、基本目標である令和８年度末に「財政調整用基金残高３０億円

以上」、「公共施設整備基金残高７億円以上」、「市債残高４００億円以下」を堅持する。

（１）財政調整用基金残高

・財政調整基金残高

③ ３６．１億円 ④ ４５．４億円 ⑤ ３６．１億円

・減債基金残高

③ １０．７億円 ④ １０．７億円 ⑤ ９．２億円

・合計

③ ４６．８億円 ④ ５６．１億円 ⑤ ４５．３億円

※④⑤は当初予算編成時の見込み

（２）公共施設整備基金残高

③ ４．４億円 ④ ６．８億円 ⑤ ６．８億円

※⑤は補正予算にて積み増し予定

（３）市債残高

③３９４．３億円 ④３９０．５億円 ⑤３７６．６億円

※④⑤は当初予算編成時の見込み

〇市税 11,602,052千円 （前年度比 ＋391,332千円 ＋3.5％）

〇地方譲与税等 2,902,382千円 （前年度比 ＋157,506千円 ＋5.7％）

〇地方交付税 11,000,000千円 （前年度比 △150,000千円 △1.3％）

〇臨時財政対策債 211,000千円 （前年度比 △589,000千円 △73.6％）

〇財政調整基金繰入金 951,828千円 （前年度比 △147,995千円 △13.4％）
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（１）歳入 （単位：千円、％）

増減額 増減率
予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)-(B) (A)/(B)

市税 11,602,052 26.8 11,210,720 26.1 391,332 3.5

分担金及び負担金 74,142 0.2 75,932 0.2 △ 1,790 △ 2.4

使用料及び手数料 661,771 1.5 646,023 1.5 15,748 2.4

財産収入 58,507 0.1 70,186 0.2 △ 11,679 △ 16.6

寄附金 353,504 0.8 303,404 0.7 50,100 16.5

繰入金 1,845,368 4.3 1,661,708 3.9 183,660 11.1

繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

諸収入 427,762 1.0 427,558 1.0 204 0.0

15,023,107 34.7 14,395,532 33.6 627,575 4.4

地方譲与税 381,258 0.9 389,647 0.9 △ 8,389 △ 2.2

利子割交付金 2,503 0.0 6,263 0.0 △ 3,760 △ 60.0

配当割交付金 24,831 0.1 24,652 0.1 179 0.7

株式等譲渡所得割交付金 28,057 0.1 38,429 0.1 △ 10,372 △ 27.0

法人事業税交付金 168,916 0.4 179,426 0.4 △ 10,510 △ 5.9

地方消費税交付金 2,169,152 5.0 1,964,900 4.6 204,252 10.4

ゴルフ場利用税交付金 8,974 0.0 8,486 0.0 488 5.8

自動車税環境性能割交付金 19,118 0.0 26,390 0.1 △ 7,272 △ 27.6

地方特例交付金 87,933 0.2 94,519 0.2 △ 6,586 △ 7.0

地方交付税 11,000,000 25.4 11,150,000 26.0 △ 150,000 △ 1.3

交通安全対策特別交付金 11,640 0.0 12,164 0.0 △ 524 △ 4.3

国庫支出金 7,626,514 17.6 7,664,227 17.9 △ 37,713 △ 0.5

県支出金 3,499,435 8.1 3,513,446 8.2 △ 14,011 △ 0.4

市債 3,203,100 7.4 3,408,000 7.9 △ 204,900 △ 6.0

28,231,431 65.3 28,480,549 66.4 △ 249,118 △ 0.9

43,254,538 100.0 42,876,081 100.0 378,457 0.9

５．令和５年度一般会計当初予算の状況

区 分
令和５年度 令和４年度

合 計

自

主

財

源

依

存

財

源

小 計

小 計

R５歳入

43,255百万円
R５歳入

43,255百万円

市税

26.8％

繰入金

4.3％
使用料及び

手数料

1.5％
諸収入

1.0％

その他自主財源

1.1％

地方交付税

25.4％

国庫支出金

17.6％

県支出金

8.1％

市債

7.4％

地方消費税交付金

5.0％

その他依存財源

1.8％

依存財源

65.3％

自主財源

34.7％
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（２）歳出
＜性質別＞ （千円、％）

増減額 増減率

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)-(B) (A)/(B)

22,439,931 51.9 22,834,229 53.3 △ 394,298 △ 1.7

7,427,977 17.2 7,602,833 17.7 △ 174,856 △ 2.3

10,301,724 23.8 10,510,063 24.5 △ 208,339 △ 2.0

4,710,230 10.9 4,721,333 11.0 △ 11,103 △ 0.2

通常償還分 4,562,502 10.6 4,721,333 11.0 △ 158,831 △ 3.4

繰上償還分 147,728 0.3 0 0.0 147,728 皆増

4,858,367 11.2 4,628,100 10.8 230,267 5.0

4,823,263 11.1 4,628,096 10.8 195,167 4.2

補助事業費 1,848,475 4.3 2,234,251 5.2 △ 385,776 △ 17.3

単独事業費 2,793,292 6.4 2,170,453 5.1 622,839 28.7

国直轄・県営事業 181,496 0.4 223,392 0.5 △ 41,896 △ 18.8

35,104 0.1 4 0.0 35,100 皆増

消費的経費 11,425,809 26.4 10,847,484 25.3 578,325 5.3

物件費 7,493,682 17.3 7,288,444 17.0 205,238 2.8
維持補修費 222,033 0.5 221,664 0.5 369 0.2
補助費等 3,710,094 8.6 3,337,376 7.8 372,718 11.2

4,530,431 10.5 4,566,268 10.6 △ 35,837 △ 0.8

43,254,538 100.0 42,876,081 100.0 378,457 0.9

区 分
令和５年度 令和４年度

合 計

投資的経費

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

災害復旧事業費

その他

R５歳出

43,255百万円

R５歳出

43,255百万円 義務的経費

51.9％

投資的経費

11.2％

消費的経費

26.4％

その他

10.5％
人件費

17.2％

扶助費

23.8％

公債費

10.9％

普通建設事業

11.1％

災害復旧事業費

0.1％

物件費

17.3％

維持補修費

0.5％

補助費等

8.6％

その他

10.5％

事 業 名 予算額 対前年

障害福祉サービス等給付費 2,045,768 +36,278

障害児通所給付費 473,034 +61,947

児童手当給付金 1,384,620 △44,346

生活保護扶助費 1,566,870 △87,674

子ども医療費 259,027 △32,031

事 業 名 予算額 対前年

本庁舎機械棟整備事業 361,715 +346,715

北部小学校校舎増築事業 242,478 +82,231

耶馬溪公民館整備事業 246,470 +165,970

宮永角木線街路事業 319,000 +216,300

公共施設照明LED化 180,011 +105,217

ごみ処理施設改修工事 28,248 △908,782

扶助費の主な増減 普通建設事業費の主な増減（千円） （千円）
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（２）歳出
＜目的別＞ （千円、％）

増減額 増減率

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)-(B) (A)/(B)

議会費 270,527 0.6 264,496 0.6 6,031 2.3

総務費 4,697,266 10.9 4,486,977 10.5 210,289 4.7

民生費 16,495,837 38.1 16,610,335 38.7 △ 114,498 △ 0.7

衛生費 4,257,300 9.8 4,981,892 11.6 △ 724,592 △ 14.5

労働費 37,094 0.1 35,686 0.1 1,408 3.9

農林水産業費 1,904,161 4.4 1,750,003 4.1 154,158 8.8

商工費 999,552 2.3 937,497 2.2 62,055 6.6

土木費 3,984,828 9.2 3,664,101 8.5 320,727 8.8

消防費 1,403,449 3.2 1,366,230 3.2 37,219 2.7

教育費 4,158,398 9.6 3,757,409 8.8 400,989 10.7

災害復旧費 35,104 0.1 4 0.0 35,100 皆増

公債費 4,711,020 10.9 4,721,449 11.0 △ 10,429 △ 0.2

諸支出金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

予備費 300,000 0.7 300,000 0.7 0 0.0

43,254,538 100.0 42,876,081 100.0 378,457 0.9

１２．

１３．

１４．

７．

合 計

８．

９．

１０．

１１．

区 分
令和５年度 令和４年度

１．

２．

３．

４．

５．

６．

総務費

10.9％

民生費

38.1％

衛生費

9.8％農林水産業費

4.4％

商工費

2.3％

土木費

9.2％

消防費

3.2％

教育費

9.6％

公債費

10.9％

その他

1.6％

R５歳出

43,255百万円

事 業 名 予算額 対前年

宮永角木線街路事業 319,000 +216,300

高瀬住宅建替事業 200,100 +183,252

大貞総合運動公園トイレ改修 44,666 +44,666

土木費の主な増減

教育費の主な増減

（千円）

（千円）

事 業 名 予算額 対前年

ごみ処理施設整備事業 131,014 △940,750

新型コロナワクチン接種 512,713 +179,386

出産・子育て応援交付金 69,819 +69,819

衛生費の主な増減 （千円）

事 業 名 予算額 対前年

北部小学校校舎増築事業 242,478 +82,231

ＡＩ型ドリル導入事業 19,866 +19,866

耶馬溪公民館整備事業 246,470 +165,970

事 業 名 予算額 対前年

ふるさとなかつ応援寄附金関連 375,472 +56,747

本庁舎機械棟整備事業 356,715 +341,715

マイナンバーカード取得促進 33,200 +33,200

総務費の主な増減 （千円）
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予算規模の推移
当初予算額

市税収入（億円）
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0
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義務的経費の推移
公債費
扶助費
人件費
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（億円）

224.1 228.6 229.3

24.6 
29.3 26.9 

17.5 
21.7 

27.9 

24.4 
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16.3 

16.7 

22.4 
18.5 
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2.2 
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普通建設事業の推移 国直轄+県営

補助

単独

（億円）

47.1

52.6 54.3

228.3

37.6

６．予算規模等の推移

46.3

224.4

48.2
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38.8
34.9 31.6

36.1

45.4 

36.1

0

5
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35
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H30 R1 R2 R3 R4見込 R5当初予算

編成後

財政調整基金残高の推移（億円）

416.4
405.9

400.1
394.2 390.5

376.6

350

360
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380

390
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420

H30 R1 R2 R3 R4見込 R5見込

地方債残高の推移（一般会計）（億円）

 Ｒ４年度及び５年度の地方債残高については、予算額ベースの残高である
ため、決算額（実際の残高）は上記の数値から減少する見込みです。

(25.3)

※( )はR4当初予算
編成時残高見込み
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7．事業概要一覧表

＜議会費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

4,380

（特定財源）

市債 3,800

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

＜総務費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

796

3,500

（特定財源）

他 2,500

42,398

（特定財源）

国庫 2,081

県 1,041

他 1,518

1,556

15

361,715

（特定財源）

市債 361,700

131,092

（特定財源）

市債 98,200

5,900

（特定財源）

市債 1,000

予　算　額

新規

1
【議会運営事業】
議長車更新

議長車の買い替え
議会

事務局

9 市有財産整備事業
山国市場公民館駐車場整備
所小野多目的集会施設トイレ洋式化

山国支所
総務・
住民課

4
【広報事業】
市報発行事業

市報発行に係る印刷製本費等
発行部数：36,000部
（年23回（1月以外月2回）発行）

秘書
広報課

2
【総務一般管理事業】
各支所草刈等講習受
講経費

業務における安全性と技術力を高めるため、職員が草刈
等の技能講習を受講する経費

各支所
総務・
住民課

7
【庁舎整備事業】
本庁舎機械棟整備事
業

事業年度：令和4～6年度
浸水対策として、本庁舎地下に配置してある電気設備等を
地上に再配置するため機械棟を新築し、防災機能の強化
を図る
（令和5年度より着工）

財政課

8
【庁舎整備事業】
本庁舎整備事業

議場放送設備更新
本庁舎内LED照明更新
空調設備更新（新館2・3階）
防火扉等庁舎改修

財政課

3

【総務一般管理事業】
地区放送施設整備事
業
（補助金）

地区放送施設の修繕に対する補助金
・200千円×5地区

全徳地区自治会の放送施設整備に対するコミュニティ助
成金　　・2,500千円

総務課

5
【広報事業】
広報番組事業

ラジオによる情報発信等
「FMなかつ｣：毎週金曜日の8：10～8：15

秘書
広報課

6
【広報広聴事業】
「市長と話そう ふれあ
い座談会」開催事業

市長が地域や現場を訪れ、市民と直接意見交換を行う
地域振興
・広聴課

予　算　額
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＜総務費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

72,310

（特定財源）

県 7,237

市債 41,300

他 2,223

64,987

（特定財源）

県 2,400

市債 46,800

894

（特定財源）

市債 600

74,408

（特定財源）

市債 72,200

620

（特定財源）

国庫 254

1,254

1,080

（特定財源）

他 1,080

20,000

（特定財源）

他 20,000

新規

拡充

拡充

13
コアやまくに施設整備
事業

経年劣化による施設設備の更新等
　・スケートリンク断熱材更新
　・機器更新委託（中央監視装置等）
　・スケートリンク冷凍機更新
　・施設ＬED化
　・空調用冷却塔整備

山国支所
地域

振興課

14
【大学相互協力事業】
おおいた地域連携プ
ラットフォーム事業

日本文理大学等と連携して地域課題の解決に向けた取り
組みを実施する
令和5年度は大学との連携の輪をさらに拡げ、地元企業の
人手不足や放置果樹の問題等に取り組む予定

　※【地方創生推進対象事業】

総合
政策課

15
【地域振興対策事業】
出会いの場づくり事業

将来結婚して中津市に定住し、子どもを産み育てることで
少子化対策の一助とするため、市内の団体や企業との協
働によるカップリングパーティー等を実施する
新規事業として、出会いのサポートセンター（ＯＩＴＡえんむ
す部）の入会金を助成する
　※入会料（更新料）10,000円のうち7,000円を助成

地域振興
・広聴課

11
【バス運行事業】
地方バス路線維持事
業

生活交通路線として必要なバス路線の運行を維持するた
め、輸送人員の減少に伴い路線の維持が困難となってい
るバス事業者を支援する経費

地域振興
・広聴課

12
公共交通利用促進事
業

公共交通の利用者が年々減少する中で、将来にわたって
市民の移動手段を確保するために、公共交通の利用を促
し、公共交通の維持を図る
　・バス運行情報オープンデータ化
　・バス路線図データ作成

地域振興
・広聴課

10
【バス運行事業】
コミュニティバス運行事
業

（三保線）
　中津駅～市民病院～洞ノ上～北原東～市民病院～中津駅

（豊前中津線）
　豊前市役所～吉富町役場前～ゆめタウン前～市民病院
 
（各支所）
　三光　　　：西秣線、深水乗合タクシー
　本耶馬渓：屋形線、東谷線、西谷線
　耶馬溪　 ：山移南線、深耶馬東線、山移北線 外10線
　山国　　　：毛谷村線、長尾野線、槻木線　外4線

地域振興
・広聴課

各支所
地域

振興課

16
【地域振興対策事業】
周辺地域振興対策補
助金

今津地区地域振興対策補助金

　※【地域振興基金活用事業】

地域振興
・広聴課

17

【地域振興対策事業】
周辺地域振興対策補
助金
（各支所）

地域づくりや活性化を行う団体等に対して、地域振興に資
する事業等に要する経費を補助する
（5,000千円×4支所）

　※【地域振興基金、拠点基金活用事業】

各支所
地域

振興課

予　算　額
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＜総務費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

3,300

（特定財源）

県 2,200

798

5,800

（特定財源）

県 2,100

3,000

（特定財源）

県 750

200,202

（特定財源）

他 175,000

6,552

6,000

36,088

963

（特定財源）

他 963

拡充

新規

18
【地域振興対策事業】
結婚新生活支援補助
金

経済的な理由で結婚に踏み切れない新婚世帯に対して、
新生活のスタートアップにかかる費用を300千円補助する
（旧下毛地域を新居とする場合が対象）
（その他所得等での制限有）
　※補助率：県2/3

地域振興
・広聴課

19
【UJIターン推進事業】
移住・定住支援事業

移住・定住推進のため、移住体験ツアーによる現地案内や
お試し暮らしなどを行う経費

地域振興
・広聴課

20
【UJIターン推進事業】
移住支援金

空き家バンクを利用した移住者に対して移住支援金を支
給する（旧下毛地域に移住した場合が対象）
　　・移住支援金(世帯) 1,000千円×1件
　　・移住支援金(単身) 　600千円×1件
 　【東京圏から：国県3/4、東京圏以外から：県3/4】
上記以外の移住者に対する一括支援金
　　・移住支援金(一括給付) 200千円×9件【県1/2】
　　・移住支援金(一括給付) 200千円×12件【市単独】

地域振興
・広聴課

21
【UJIターン推進事業】
家財等処分事業補助
金

空き家バンクへの登録推進として、空き家所有者が家財処
分を行う場合に補助金を支給する
（旧下毛地域に移住した場合が対象）

地域振興
・広聴課

22
ふるさとなかつ応援寄
附金推進事業

ふるさと納税の受付から返礼品発送に関する経費
ふるさと納税ポータルサイトからの受付、各種決済に対応
する
　・ふるさとなかつ応援寄附金目標額：350,000千円

　※【ふるさとなかつ応援寄附金充当事業】

農政
振興課

23
【公共交通施設管理事
業】
ＪＲ駅舎整備事業

ＪＲ今津駅の屋根付駐輪場の整備
地域振興
・広聴課

24

【地域おこし協力隊活
動事業】
地域おこし協力隊起業
支援補助金

地域おこし協力隊が任期最終年次または任期終了翌年に
起業する場合に、1人当たり1,000千円を上限に補助する

地域振興
・広聴課

25
地域おこし協力隊活動
事業
（各支所）

地域おこし協力隊の人件費及び活動費
※地域おこし協力隊員在籍状況
　 令和5年4月1日時点（予定）
　 　 三光　　　：1名在籍（観光振興）
　 　 本耶馬渓：2名在籍（観光振興）
　 　 耶馬溪　 ：3名在籍（観光振興、地域振興等）
　 　 山国　　　：1名在籍（地域振興）

各支所
地域

振興課

26
田舎困りごとサポート
事業

旧下毛地域の課題解決に向け、困りごとサポーターが支所
管内を巡回し住民の困りごとなどを聞く
　・行政手続きの代行業務（住民票等の取得代行）
　・高齢者等宅への安否確認
　・生活道路の草刈、支障木の伐採
　・日常生活での困りごとに対する連絡調整業務　等

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

各支所
地域

振興課

予　算　額
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＜総務費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

17,047

11,800

（特定財源）

国庫 8,000

他 3,800

2,427

（特定財源）

国庫 864

30,102

3,101

14,228

（特定財源）

国庫 14,227

3,669

8,179

84

新規

拡充

新規

拡充

新規

31

【市民交通安全対策事
業】
高齢者運転免許証自
主返納支援

中津市内に住民登録を有する満70歳以上の運転免許証
自主返納者に対し、1万円相当の交通チケット（バス・タク
シー共通乗車券）を1回限り交付する

市民
安全課

35
【ＤＸ推進事業】
デジタル活用支援員
謝礼

県事業により養成したデジタル活用支援員に、スマホ講座
の講師・補助を行ってもらう

行政経営
改革・

デジタル
推進課

27
【地域おこし協力隊活
動事業（１次産業）】
地域おこし協力隊

・漁業に従事する地域おこし協力隊に係る経費
　　※令和5年4月1日時点　在籍なし
・農業公社やまくにの業務に従事する地域おこし協力隊に
係る経費
　　※令和5年4月1日時点　2名在籍
・林業に従事する地域おこし協力隊に係る経費
　　※令和5年4月1日時点　1名在籍

林業
水産課

山国支所
農林

建設課

28
【多文化共生事業】
外国人相談窓口設置・
運営事業

市内で暮らす外国人からの相談等への対応力強化のた
め、ワンストップで対応する窓口の設置及び運営経費

　※【地域振興基金活用事業】

総合
政策課

29
官民共創推進事業
（渋谷キューズ関連）

令和4年7月より会員となっている共創施設「渋谷キューズ」
を活用し、地域の課題に対して、連携して取り組むパート
ナーの発掘、施設内でのワークショップ、交流・情報発信イ
ベント等を実施する

　※【地方創生推進対象事業】

総合
政策課

30
中山間地域活性化支
援事業

中山間（旧下毛）地域において交流人口、関係人口の創
出のため、地域の様々な主体が行う取組みを支援する
　・交流・関係人口創出支援事業補助金
　・交流・関係人口創出スタートアップ支援事業補助金
　・地域活性化事業（提案型）補助金

地域振興
・広聴課

32
【情報管理事業】
住民情報システム構築
委託料

令和7年度中の自治体システム標準化に向けて、令和5年
度はその準備作業を行う

情報
推進課

33
【情報管理事業】
納付書等アウトソーシ
ングサービス委託料

当初課税等の帳票印刷、ブッキング、封入、封緘などを委
託する経費
　令和4年度：固定資産税のみ
　令和5年度：固定資産税、住民税、軽自動車税

情報
推進課

34
【情報管理事業】
ケーブルネットワーク事
業特別会計繰出金

公債費充当繰出金
　※元利償還金×70％＝交付税算入分

情報
推進課

予　算　額
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＜総務費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

3,627

6,665

2,900

34,720

（特定財源）

国庫 34,520

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

新規

拡充39

【戸籍住民基本台帳事
業】
マイナンバーカード取
得促進

来庁困難などの理由による未申請者に対し、訪問型申請
を強化する
また、マイナポイント終了後の取得者に対して商品券等を
配布するなど、マイナンバーカードの取得促進を図る

市民課

38
【景観資源再生事業】
景観再整備事業

競秀峰、猿飛千壺峡の案内看板等設置

本耶馬渓
山国支所

地域
振興課

37 景観づくり推進事業

景観法に基づく事務、景観まちづくりを推進するためのイ
ベントに併せたはがき絵コンクールやスケッチ教室等を実
施する経費
まちなみ形成のための和風建築の要素を取り入れた建物
改修に対する補助金
　・3,000千円×2件

まちづくり
推進課

36
【ＤＸ推進事業】
若者の未来を創造する
デジタル活用事業

民間企業と協働でデジタル人材の育成に取り組む
中・高校生を対象に3日間のカリキュラムの中で、デジタル
ツール等を活用した中津市のPR動画を制作し、最終日に
は完成した動画の発表を行い、優秀作品に選ばれた動画
は市のPR等に活用する

総合
政策課

予　算　額

20



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

89,216

532

30,221

（特定財源）

県 18,070

2,000

（特定財源）

他 2,000

23,122

（特定財源）

国庫 13,521

943

1,400

（特定財源）

県 240

他 1,160

2,882

1,286

53,262

（特定財源）

国庫 29,991

県 6,470

10,406

予　算　額

40

【社会福祉総務事業
（福祉政策課）】
社会福祉協議会補助
金

社会福祉協議会に対する運営補助金
福祉

政策課

41

【社会福祉総務事業
（福祉政策課）】
買物支援事業委託料
（山国支所）

日常的な買い物に自ら行けない世帯に対し、安否確認・相
談支援も含めた宅配・訪問を行う

山国支所
総務・
住民課

42
【社会福祉総務事業
（福祉政策課）】
民生委員活動事業

民生委員・児童委員、校区民生委員児童委員協議会及び
市民生委員児童委員連合協議会に対し、報償金、交付金
等を交付する

福祉
政策課

43

【社会福祉総務事業】
地域福祉活動施設整
備事業
（補助金）

老朽化した建物をサロン活動に適した建物へ改修するた
めの費用に対する補助金

　※【福祉振興基金活用事業】

福祉
政策課

44

【社会福祉総務事業
（福祉政策課）】
生活困窮者自立相談
支援事業

生活困窮者への自立相談や家計相談等を行うことにより早
期の自立を図る
　※補助率：国2/3、1/2

福祉
政策課

45

【社会福祉総務事業
（福祉政策課）】
避難行動要支援者個
別避難計画策定事業

福祉専門職等と連携し、避難行動要支援者の個別避難計
画を策定するための経費

福祉
政策課

46

【地域福祉活動推進事
業】
住民型有償サービス立
上・運営活動費補助金

住民型有償サービス立上げ及び運営に対する補助金（令
和3年度までに10団体立上げ済み）
　・有償サービス立上活動費補助金　　300千円×2件
　・有償サービス運営費補助金      　　　80千円×10件
　※補助率：県4/5（上限400千円）

福祉
政策課

47

【地域福祉活動推進事
業】
成年後見制度利用促
進事業委託料

成年後見制度の中核機関として市民後見推進事業や法人
後見事業など、権利擁護事業を推進する

福祉
政策課

48
戦没者追悼式関係事
業

市追悼式の開催及び国・県分追悼式参加等への補助
福祉

政策課

49

【重層的支援体制整備
事業】
自立相談支援事業等
委託料

高齢や障がい、児童などの属性を問わない地域住民から
の相談を受け付け、関係機関と連携し、課題解決に向けた
支援を行う
　※補助率：国3/4、1/2　県1/4

福祉
政策課

50
教育福祉センター整備
事業

教育福祉センターの駐車場として使用している浅沼記念公
園多目的グラウンドの一部舗装

福祉
支援課

21



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

1,283,636

（特定財源）

国庫 72,940

県 36,470

他 1,064

708

（特定財源）

県 471

6,035

（特定財源）

他 6,035

17,844

（特定財源）

他 4,197

7,030

（特定財源）

他 7,030

6,973

（特定財源）

県 4,628

12,904

2,400

（特定財源）

県 1,200

2,015

332

51
【老人福祉一般事業】
介護保険事業特別会
計（事業勘定）繰出金

介護保険事業特別会計（事業勘定）に対する繰出金

　※【福祉振興基金活用事業】

介護
長寿課

52
【老人福祉一般事業】
市民後見人養成事業

地域住民に対して、市民後見人養成講座を開催し、養成
後は活動を支援する
　※補助率：県2/3

介護
長寿課

53
【老人福祉一般事業】
福祉的交通弱者支援
事業

高齢者で身体的要因かつ収入面から自家用車や公共交
通機関を利用することができない者に対し、1万2千円分
（500円×24枚）のタクシー券を交付する

　※【地域振興基金活用事業】

介護
長寿課

54
【老人福祉一般事業】
敬老行事事業

自治区単位で敬老行事を開催する場合に報償金を支給
する
また、喜寿、米寿、新百歳等の節目にあたり記念品を贈呈
する

　※【地域振興基金活用事業】

介護
長寿課

55
【老人福祉一般事業】
ひとり暮らし老人愛の
訪問事業

市内に居住する75歳以上のひとり暮らし高齢者を対象に、
訪問者（乳酸菌等飲料販売事業者）が直接対象者に乳酸
菌飲料を手渡す等の方法で、ひとり暮らし高齢者の安否確
認、孤独感の解消を図る

　※【地域振興基金活用事業】

介護
長寿課

介護
長寿課

56 老人クラブ助成事業
社会奉仕活動を総合的に実施する老人クラブに対し、活
動に要する経費の一部を助成する
　※補助率：県2/3

介護
長寿課

57 長寿祝金事業
満90歳及び満100歳の高齢者に対して、それぞれ年額2万
円、5万円を支給する

介護
長寿課

58

【在宅老人支援事業】
在宅高齢者住宅改造
助成事業
（補助金）

在宅において日常生活を営むのに支障がある高齢者等の
いる世帯が、玄関や浴室、便所等を改造する経費に対す
る補助金
　・一般住宅改造　　　   　 400千円×5件＝2,000千円
　・自立支援小規模改修   200千円×2件＝　400千円
　※補助率：県1/2

介護
長寿課

59
【在宅老人支援事業】
高齢者の生きがいと健
康づくり推進事業

中津市老人クラブ連合会に各種スポーツ・芸術・交流・健
康づくり等の事業実施を委託する

介護
長寿課

60
【在宅老人支援事業】
日常生活用具給付事
業

低所得高齢者に対し、火災警報器や自動消火器など火災
予防にかかる機器等を給付する

予　算　額

22



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

2,160

654

（特定財源）

他 33

1,000

（特定財源）

県 750

1,200

（特定財源）

県 600

3,498

（特定財源）

国庫 874

県 437

他 1,749

7,873

（特定財源）

国庫 1,968

県 984

他 3,936

242

（特定財源）

国庫 61

県 30

他 121

66,962

（特定財源）

国庫 25,780

県 12,890

他 15,401

13,650

（特定財源）

国庫 5,255

県 2,627

他 3,139

62
【在宅老人支援事業】
認知症支援事業

認知症高齢者の支援としてGPS機器の貸与を行う

61
【在宅老人支援事業】
在宅老人介護手当事
業

在宅で高齢者の介護を行っている者に対し、年間12万円
を支給する
　・120千円×18人＝2,160千円

介護
長寿課

介護
長寿課

63
【老人介護支援事業】
介護サービス利用者支
援事業

社会福祉法人の介護サービスを利用する高齢者のうち、生
計が困難と市が認めた者に対し、利用者負担（1割）及び
住居費・食費の25%（老齢福祉年金受給者は50%、生活保
護受給者は居住費のみ100%）を減免する
　※補助率：県3/4

介護
長寿課

64

子育て・高齢者世帯リ
フォーム支援事業
（バリアフリー型）（補助
金）

高齢者世帯の寝室改修や高齢者のためのバリアフリー化
改修工事に対する補助金
　・300千円×4件＝1,200千円

介護
長寿課

65

【重層的支援体制整備
事業】
福祉の里づくりサポー
ター事業

65歳以上の高齢者の介護支援等のサポート活動（ボラン
ティア活動）
実績を評価した上で評価ポイントを付与し、当該高齢者の
申し出により、取得ポイントに基づき換金等を行う
　※補助率：国25/100、県12.5/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）・27/100（2号）

介護
長寿課

66

【重層的支援体制整備
事業】
介護予防活動支援事
業（元気！いきいき☆
週一体操）

65歳以上の住民が主体的に介護予防に取り組む「元気！
いきいき☆週一体操教室」の立ち上げへ向けて普及啓発
を行い、立ち上げ時の支援・その後の継続支援を地域包
括支援センターと一緒に取り組む
令和5年度は教室の立上げ・活動の継続促進を図るため、
テレビやＤＶＤ等の備品購入費を一部補助する補助金を
創設する（補助額：補助対象物品の9/10）
　・90千円×20団体＝1,800千円
　※補助率：国25/100、県12.5/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）・27/100（2号）

介護
長寿課

拡充

67

【重層的支援体制整備
事業】
地域介護予防活動支
援事業

介護予防につながる「交流」「食事」などの機会を継続的に
実施している住民主体の活動（寄り合いの場）を支援する
　※補助率：国25/100、県12.5/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）・27/100（2号）

介護
長寿課

68
【重層的支援体制整備
事業】
総合相談事業

保健・医療・福祉サービス機関又は制度の利用に繋げるワ
ンストップの相談窓口を設置
（市内5包括支援センター）
　※補助率：国38.5/100、県19.25/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）

介護
長寿課

69
【重層的支援体制整備
事業】
権利擁護事業

虐待防止などの権利擁護に関わる窓口の設置
（市内5包括支援センター）
　※補助率：国38.5/100、県19.25/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）

介護
長寿課

予　算　額

23



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

13,650

（特定財源）

国庫 5,255

県 2,627

他 3,139

124

（特定財源）

国庫 48

県 24

他 29

19,848

（特定財源）

国庫 7,641

県 3,821

他 4,565

159,708

1,805

37,028

（特定財源）

国庫 27,771

138,063

（特定財源）

県 69,031

1,980

（特定財源）

国庫 990

県 495

5,292

（特定財源）

国庫 2,646

県 1,323

1,744

（特定財源）

国庫 871

県 435

70

【重層的支援体制整備
事業】
包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援事業

本人と介護支援専門員や主治医、関係機関等と連携を取
り、地域包括ケアシステムを構築する
（市内5包括支援センター）
　※補助率：国38.5/100、県19.25/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）

介護
長寿課

71

【重層的支援体制整備
事業】
地域包括支援センター
運営協議会事業

市内5ヶ所の包括支援センターについて、適切・公平かつ
中立な運営の確保する
　※補助率：国38.5/100、県19.25/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）

介護
長寿課

72

【重層的支援体制整備
事業】
生活支援体制整備事
業

地域の支え合いの体制づくりのため、生活支援コーディ
ネーターを配置し、高齢者の生活支援を行う
また、コーディネーターを支援する各協議体も設置し、互
助を基本とした生活支援や介護予防サービスの開発や発
掘を行う
　※補助率：国38.5/100、県19.25/100、
　※補助率：保険料23/100（1号）

介護
長寿課

73

【老人ホーム運営事
業】
養護老人ホーム豊寿
園指定管理委託料

豊寿園の指定管理委託料
介護

長寿課

74
【障害者援護事業】
障害者福祉年金

公的年金等を受給していない障がい者に経済的支援を行
う

福祉
支援課

75

【重度障害者援護事
業】
特別障害者手当等給
付費

身体又は精神に著しい障がいを有する方（児童・成人）に
対して支給される手当
　※補助率：国3/4

福祉
支援課

76
【重度障害者援護事
業】
障害者医療給付費

重度障がい者を対象に、他の法令で規定される給付・付加
給付を除く保険対象医療費の自己負担分を助成する
　※補助率：県1/2

福祉
支援課

77
【地域生活支援事業】
福祉ホーム事業委託
料

住居を必要としている障がい者に対し、低額な料金で居室
等を提供している施設の利用を支援する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

78
【地域生活支援事業】
コミュニケーション支援
事業

視覚障がい者及び聴覚障がい者に対し、手話や要約筆
記、点訳、音訳等のコミュニケーション支援を行う
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

79
【地域生活支援事業】
手話・点字講習会等開
催助成事業

手話奉仕員・要約筆記奉仕員・点訳ボランティア養成講座
を開催する
　※補助率：国1/2　県1/4

福祉
支援課

予　算　額

24



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

1,377

（特定財源）

国庫 689

県 344

700

790

（特定財源）

国庫 395

県 198

25,220

（特定財源）

国庫 12,610

県 6,305

20,815

（特定財源）

国庫 10,408

県 5,204

500

（特定財源）

国庫 250

県 125

197

（特定財源）

国庫 98

県 49

246

（特定財源）

国庫 123

県 61

380

（特定財源）

国庫 189

県 94

741

（特定財源）

国庫 369

県 183

80
【地域生活支援事業】
スポーツ・レクリエー
ション教室開催等事業

障がい者に対して、スポーツの機会や余暇活動の場を提
供する
　※補助率：国1/2　県1/4

福祉
支援課

81
【地域生活支援事業】
身体障害者自動車改
造助成等事業

自動車改造を希望する身体障がい者に対し改造に要する
経費を助成する（上限100千円）
　・100千円×3件＝300千円
自動車免許の取得を希望する身体障がい者に対し、取得
に要する経費を助成する（上限100千円）
　・100千円×4件＝400千円

福祉
支援課

82
【地域生活支援事業】
成年後見制度利用支
援事業

知的障がい者、精神障がい者に対し、審判の申立てにか
かる費用や成年後見人等に対する報酬について、資力の
状況に応じて助成を行うことで、成年後見制度の利用を支
援する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

83
【地域生活支援事業】
障害者・児日常生活用
具給付費

障がい者（児）に対し、障がいに応じた用具を現物給付す
る
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

84
【地域生活支援事業】
地域生活支援事業（居
宅サービス）

見守り支援が必要な障がい者（児）に見守り・活動の場を提
供するとともに外出支援を行う
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

85
【地域生活支援事業】
自発的活動支援事業

市内で活動しているボランティア団体の活動を支援する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

86
【地域生活支援事業】
障害者虐待防止対策
支援事業

養護者から虐待を受けた障がい者を一時的に保護・分離
し、当該障がい者の生命・身体の安全を図る
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

87
【地域生活支援事業】
障害者等生活環境整
備支援事業

精神障がいや知的障がいを起因とする荒廃した生活環境
（いわゆる「ごみ屋敷」）下にある障がい者に対し、相談及
び指導を行い、生活環境の改善を支援する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

88
【地域生活支援事業】
障害者雇用促進事業

障がい者及び障がい者の雇用を希望する事業者に対し、
合同就職面接会を開催する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

89
【地域生活支援事業】
理解促進研修・啓発事
業

市民・企業を対象とした手話教室・講演会等を開催し、障
がい者に対する理解促進を図る
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

予　算　額

25



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

522

（特定財源）

国庫 261

県 130

2,726

（特定財源）

国庫 1,363

県 682

163

（特定財源）

国庫 81

県 40

18,417

（特定財源）

国庫 9,209

県 4,604

2,915

（特定財源）

国庫 1,457

県 729

2,045,768

（特定財源）

国庫 1,022,883

県 511,411

17,742

（特定財源）

国庫 8,871

県 4,435

136,961

（特定財源）

国庫 68,480

県 34,240

800

（特定財源）

県 400

90
【地域生活支援事業】
訪問入浴サービス事業

在宅で生活する障がい者（児）に対し、訪問入浴受託事業
者が浴槽を利用者宅へ運び、入浴サービスを提供する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

91
【地域生活支援事業】
障がい児生活訓練等
事業

障がい児に対応できる専門スタッフ（保育士等）が個別対
応し、対象児童が生活習慣を身につけるための訓練やコ
ミュニケーション能力等を高めるための訓練を行う
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

92
【地域生活支援事業】
芸術文化活動振興事
業

障がい者等の芸術文化活動を振興するため、障がい者等
の作品展、音楽会、映画祭等を開催する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

93
【地域生活支援事業】
成年後見制度法人後
見支援事業

成年後見制度の中核機関として、法人後見等の推進により
障がい者の権利擁護を図る
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

94
【地域生活支援事業】
障害者基本計画等作
成事業

障がい者（児）の生活状況や障がい福祉サービスの満足度
などの調査を令和4年度に実施し、その結果を踏まえ第4
期中津市障がい者基本計画及び第7期中津市障がい福祉
計画兼第3期中津市障がい児福祉計画を策定する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

95

【障害福祉サービス事
業】
障害福祉サービス等給
付費

身体・知的・精神障がい者（児）、難病患者等に対し、生活
上または療養上の介護支援や、身体的または社会的リハ
ビリテーションや就労につながる支援を行う
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

96

【障害福祉サービス事
業】
障害者・児補装具給付
費

身体障がい者（児）に対し、身体機能を補完または代替す
る補装具の費用を支給する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

97

【障害福祉サービス事
業】
障害者自立支援医療
給付事業

（更正医療・育成医療）
身体障がい者（児）に対し、障がいを除去・軽減し生活能力
の向上や社会活動を容易にするために必要な医療費の一
部を給付する
（療養介護）
医療的ケアを必要とする障がい者のうち、常に介護を必要
とする者に対し、医療機関での訓練、療養上の管理、看
護、介護及び日常生活上の支援に係る医療費の一部を給
付する
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

98

【障害者福祉一般事
業】
在宅重度障害者住宅
改造助成事業
（補助金）

在宅の重度心身障がい者（児）又は、その障がい者と同居
する者が、障がい者の在宅生活に適するように住宅改造す
る経費に対する補助金
　・400千円×2件＝800千円
　※補助率：県1/2

福祉
支援課

予　算　額

26



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

1,490

（特定財源）

他 1,490

250

33,496

（特定財源）

国庫 10,919

県 5,459

8,050

（特定財源）

国庫 964

県 482

600

（特定財源）

県 300

3,951

（特定財源）

他 3,900

1,000

（特定財源）

他 1,000

438,528
（特定財源）

国庫 146,175

他 1

1,198

（特定財源）

国庫 241

県 460

256,561

（特定財源）

国庫 85,520

県 85,520

他 45,441

拡充104
高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実
施事業

市町村が中心となり、後期高齢者等を対象に介護保険の
地域支援事業と後期高齢者医療広域連合の保健事業を
一体的に実施することによって、フレイル対策や疾病予防
対策を推進する

保険
年金課

99

【障害者福祉一般事
業】
福祉的交通弱者支援
事業

身体的要因かつ収入面から自家用車や公共交通機関を
利用することができない障がい者（児）に対し、年間1万2千
円分のタクシー券を交付する

　※【地域振興基金活用事業】

福祉
支援課

100

【障害者福祉一般事
業】
障がい児・者ＧＰＳ機器
導入費補助金

障がい児・者で所在不明となる恐れのある人に対し、ＧＰＳ
等機器を導入をした場合に、初期費用を補助する
　・10千円×25人
　※補助上限：10千円

福祉
支援課

101
【重層的支援体制整備
事業】
相談支援事業

教育福祉センター内に障がい者等基幹相談支援センター
を配置し、障がい者を中心に全ての相談を受け付け、ワン
ストップの相談窓口を実施する
また、関係機関との連携体制の構築を行い、障がい者虐
待に係る通報等を24時間365日体制で受け付ける
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

102

【重層的支援体制整備
事業】
地域活動支援センター
事業

障がい者に対し、創作活動、生産活動、余暇活動の場を
提供する
余暇活動の場には相談支援員を配置し、悩みや不安等の
相談も受け付ける
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

新規

105
【児童福祉総務事業】
子育てと仕事の両立支
援助成金

子育てと仕事を両立しやすい環境を整備するため、市内の
中小企業に対し、看護休暇取得のために就業規則を変更
且つ従業員が看護休暇を取得した場合に助成金を交付す
る
　・100千円×10社＝1,000千円

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

子育て
支援課

106 児童扶養手当事業
家庭生活安定と自立促進のため、ひとり親家庭の親に児
童扶養手当を支給する
　※補助率：国1/3

子育て
支援課

107
子育て支援短期利用
事業

家庭において児童を養育することが一時的に困難となった
場合に、児童養護施設において一定期間の養育を行う
　※補助率：国1/3、県1/3
多様化する子育て世帯のニーズに対応するため、レスパイ
トケア（一時的休息）を必要とする親子や一時的に避難を
希望する児童が利用する短期支援も実施
　※補助率：県2/3

子育て
支援課

108
放課後児童健全育成
事業
（通常分）

児童クラブの運営に要する経費
　※補助率：国1/3、県1/3

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

子育て
支援課

予　算　額

103

 【医療的ケア児者支援
事業】
非常用発電装置等整
備事業補助金

在宅で生活する医療的ケア児者に対し、非常用発電装置
等の購入費を補助し、災害による停電時等においても医療
的ケア児者の生命の安全確保を図る
　・120千円×5人＝600千円
　※補助率：県1/2

福祉
支援課

27



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

10,671

（特定財源）

国庫 3,135

県 3,135

他 4,401

1,611

（特定財源）

県 694

606

（特定財源）

市債 600

5,681

（特定財源）

県 1,975

5,760

（特定財源）

他 5,760

5,743

（特定財源）

国庫 386

県 386

他 4,971

418

（特定財源）

国庫 139

県 139

741

（特定財源）

国庫 370

6,660

（特定財源）

国庫 2,220

県 2,220

109

【放課後児童健全育成
事業】
放課後児童クラブ
（総合庁舎実施分）運
営事業

待機児童解消のため、大分県総合庁舎附属棟にて放課後
児童クラブを運営する（なかつ中央児童クラブ）
　※補助率：国1/3、県1/3

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

子育て
支援課

110

【放課後児童健全育成
事業】
放課後児童クラブ
（大幡コミュニティーセ
ンター実施分）運営事
業

大幡小学校区の児童クラブの待機児童対策として、大幡コ
ミュニティーセンターで主に低学年児童を対象とした放課
後の居場所づくりを行う
　※補助基準額　1,042千円
　　 補助率：県2/3

子育て
支援課

111

【放課後児童健全育成
事業】
放課後児童クラブ
（深水小学校実施分）
運営事業

深水小学校において放課後の居場所づくりを行う
子育て
支援課

112

【放課後児童健全育成
事業】
放課後児童クラブ保護
者負担金助成金

児童クラブを利用する生活保護・児童扶養手当・就学援助
受給世帯及び非課税世帯の保護者負担金を助成する
　※補助基準額　3,950千円
　　 補助率：県1/2

子育て
支援課

113

【放課後児童健全育成
事業】
多子世帯放課後児童
クラブ保護者負担金助
成金

児童クラブを利用する多子世帯利用者の保護者負担金に
ついて、第2子分は上限1,500円、第3子以降分は上限
3,000円を助成する

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

子育て
支援課

114

【放課後児童健全育成
事業】
放課後児童健全育成
事業
（長期休業分）

長期休業期間限定の児童クラブを大分県総合庁舎附属棟
等にて開設する

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

子育て
支援課

115 養育支援訪問事業

虐待未然防止のため、保健師等による専門相談支援や家
庭支援員による簡単な家事支援を行う
また、転入・転出時に支援が途切れないよう他市町村ととも
にケース会議の実施や、児童相談所に同伴し訪問支援を
行う
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

116

【地域組織活動育成事
業】
パパママクラブ活動費
補助金

パパママクラブ等地域サークルに対し、地域活動（交流、
研修、事故防止等）に要する経費を補助する
　※補助率：国1/2

子育て
支援課

117
児童福祉施設整備事
業

今津児童クラブの移転先の教室を改修
真坂児童クラブの教室確保のため、学校用具を収納する
物置を設置
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

予　算　額

28



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

1,350

（特定財源）

県 675

586

（特定財源）

国庫 195

県 195

2,325

（特定財源）

国庫 666

県 666

405

（特定財源）

県 200

9,866

（特定財源）

国庫 6,577

県 1,644

2,500

（特定財源）

県 2,500

2,850

（特定財源）

国庫 950

県 950

45,036

（特定財源）

国庫 15,012

県 15,012

5,947

（特定財源）

国庫 3,964

県 991

19,556

（特定財源）

国庫 2,566

県 2,566

他 12,436

118

子育て・高齢者世帯リ
フォーム支援事業
（子育て支援型）
（補助金）

市内の子育て世帯が実施する持ち家住宅等の改修工事
に対する補助金
　※補助率：県1/2

子育て
支援課

119
子どもを守る地域ネット
ワーク機能強化事業

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議
会）を設置し、実務者会議等にて児童虐待対応の知識を
深め、連携を図る
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

120
ファミリー・サポート・セ
ンター事業

「子育ての援助をしてほしい人」と「子育ての援助ができる
人」を結びつけ、育児を臨時的・一時的に有償でサポート
する
また、ひとり親世帯の就労の支援および育児負担の軽減を
図るため、ファミリー・サポート・センターの利用料金の一部
を補助（補助率：利用料金の1/2）
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

127

【重層的支援体制整備
事業】
子どもいきいきプレイ
ルーム運営事業

子どもいきいきプレイルームの運営経費
　※補助基準額　7,699千円
　 　補助率：国1/3、県1/3

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

121
子どもの居場所機能強
化事業

子どもの居場所（子ども食堂等）の開設・運営に意欲のある
民間団体等に対して、開設や機能強化等に要する経費の
一部を補助する
　※補助率：県1/2

子育て
支援課

拡充

122
支援対象児童見守り強
化事業

新型コロナウイルス感染拡大に伴う長期間の外出自粛等
により、家庭内において虐待等が懸念される支援対象児童
について、状況把握や食事の提供、生活指導を通じた見
守り活動を行う団体に対して必要経費を補助する
　※補助率：国2/3、県1/6

子育て
支援課

123
里親リクルート地域連
携事業

里親制度に関するリクルート活動や広報などを行う
　※補助率：県10/10

子育て
支援課

124
【重層的支援体制整備
事業】
愛育研究センター事業

プレイルームでの相談受けや講座など、子育て家庭に対
する育児不安等についての相談指導や講座を実施する
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

125

【重層的支援体制整備
事業】
地域子育て支援拠点
事業

直営又は委託により、乳幼児及びその保護者が相互に交
流できる場所を開設し、交流促進・相談援助・情報提供等
を行う
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

126
【重層的支援体制整備
事業】
利用者支援事業

子育てに関する相談・助言を行う利用者支援員の設置及
び子育てアプリ運用などに要する経費
　※補助率：国2/3、県1/6

子育て
支援課

子育て
支援課

予　算　額

29



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

18,807
（特定財源）
国庫 2,539
県 2,539
他 2

7,433

（特定財源）

国庫 1,002

県 1,696

2,477

（特定財源）

国庫 2,477

214

（特定財源）

県 106

1,506

2,300

（特定財源）

他 2,300

3,165,328

（特定財源）

国庫 1,492,786

県 772,292

他 41,076

15,700

（特定財源）

国庫 7,850

他 1,462

15,840

（特定財源）

国庫 7,918

県 3,959

他 4

14,892

（特定財源）

国庫 1,044

県 1,044

他 5,631

128

【重層的支援体制整備
事業】
村上記念童心館運営
事業

村上記念童心館の運営経費
　※補助基準額　7,618千円
　　 補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

129
【重層的支援体制整備
事業】
三光児童館運営事業

三光児童館の運営経費
　※補助基準額　3,008千円
　　 補助率：国1/3、県1/3
　※補助基準額　1,042千円
　　 補助率:県2/3

子育て
支援課

131
【児童福祉運営事業】
保育士等キャリアアッ
プ研修委託料

乳児保育や幼児教育、障がい児保育など、保育士等の
キャリアアップにつながる研修を開催し、保育士等の処遇
改善を図る
　※補助率：国1/2

保育施設
運営室

132
【児童福祉運営事業】
保育士等奨学金返還
支援事業

奨学金を利用して保育士等資格を取得し、市内の私立保
育施設等に就職した保育士が奨学金を返還するために要
した費用の一部を補助する

保育施設
運営室

133
【児童福祉運営事業】
保育士・幼稚園教諭就
職応援金

新採用及び中途採用保育士・幼稚園教諭に対して、就職
応援金を給付する
令和4年度までは市内に住民票の登録があり、在住してい
る人のみが対象だったが、令和5年度から市外在住者も対
象に追加
　・100千円×23人＝2,300千円

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

保育施設
運営室

134
【児童福祉運営事業】
保育所等運営費

認可保育所、認定こども園、地域型保育事業者、幼児教育
を行う認定こども園及び幼稚園に対し、公定価格に基づく
施設型給付費を支弁する
　※補助率：国1/2、県1/4

保育施設
運営室

135

【児童福祉運営事業】
児童福祉運営事業（新
型コロナウイルス感染
症対策関連）

保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症対策に要した
費用の一部を補助する
　※補助率：国1/2

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

保育施設
運営室

136
【児童援護事業】
入所施設措置事業

経済的理由により入院助産を受けることが難しい妊産婦に
対し、助産施設にて入院助産を実施する
DV被害などで生活上の問題を抱える母子家庭に対し、母
子生活支援施設において母子保護を実施する
　※補助率：国1/2、県1/4

子育て
支援課

137 障害児保育事業

障がい等の特別な支援を要する児童を受け入れており、か
つ専門の保育士を配置している施設に対し加配する

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

保育施設
運営室

拡充

予　算　額

130 新規
ヤングケアラー支援体
制強化事業

ヤングケアラーの早期発見・早期支援につなげるため、
コーディネーターを1名配置し、関係機関と連携した支援
体制を築く
　※補助率：国10/10

子育て
支援課

30



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

222,025

（特定財源）

国庫 197,354

市債 19,700

73,079

（特定財源）

国庫 24,359

県 24,359

257

（特定財源）

県 138

18,934

（特定財源）

県 9,467

18,624

（特定財源）

県 16,296

13,464

（特定財源）

国庫 4,334

県 4,334

28,213

（特定財源）

国庫 9,237

県 9,237

他 1

1,384,620

（特定財源）

国庫 965,276

県 209,671

他 20

22,040

（特定財源）

国庫 16,530

138
保育所等整備事業
（補助金）

定員増及び老朽化対策のための整備を行う施設に対する
補助金
　対象施設名：ひまわり保育園

保育施設
運営室

139 一時預かり事業

（一般型）
保育所等に入所していない児童の一時預かりを実施して
いる保育所等に対して補助金を交付する
　※補助率：国1/3、県1/3
（幼稚園型）
認定こども園に在籍する児童の教育時間前後の一時預か
りを実施している認定こども園に対して補助金を交付する
　※補助率：国1/3、県1/3

保育施設
運営室

140
認可外保育施設衛生・
安全対策事業

職員健診等を実施する認可外保育施設に対して補助金を
交付する
　※補助率：県2/3、1/2

保育施設
運営室

141
中津にこにこ保育支援
事業

認可外保育施設に通う市内の第2子以降3歳未満児を対
象に、保育料等負担金を助成する
　・第2子以降 上限35,000円
　※補助率：県1/2

保育施設
運営室

142

【保育対策総合支援事
業】
保育補助者雇上強化
事業費補助金

保育士資格を持たない保育補助者を雇い上げる保育所等
に対して補助を行い、保育士の業務負担軽減や離職防止
を図る
　※補助率：県7/8

保育施設
運営室

143 延長保育事業
延長保育事業を実施している施設に対して補助金を交付
する
　※補助率：国1/3、県1/3

保育施設
運営室

144 病児保育事業
病児・病後児保育の運営委託経費
　※補助率：国1/3、県1/3

子育て
支援課

145
【児童手当事業】
児童手当給付金

児童手当法に基づき、対象者に対して児童手当を支給す
る

　※補助率：国4/6　37/45、県1/6　4/45

子育て
支援課

146

【母子家庭等自立支援
事業】
母子家庭自立支援給
付事業

ひとり親家庭の親が就業に結びつく資格や技術を取得す
るにあたり、給付金を支給する
　※補助率：国3/4

子育て
支援課

予　算　額

31



＜民生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

2,224

（特定財源）

県 283

77

63,571

（特定財源）

県 31,785

他 1

473,034

（特定財源）

国庫 236,228

県 118,402

13,850

（特定財源）

市債 13,800

18,000

（特定財源）

市債 18,000

500

（特定財源）

市債 500

1,766,006

（特定財源）

国庫 1,324,503

県 44,080

他 1

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

新規

150
【障害児援護事業】
障害児通所給付事業

障がいのある児童（18歳未満）が基本的な動作や知識・技
能等の訓練を受けることにより、その児童の有する能力及
び適性に応じ、地域で自立した日常生活や社会生活を営
むことができるよう支援を行う
　※補助率：国1/2、県1/4

福祉
支援課

保育施設
運営室

154 生活保護扶助事業
生活保護法に規定する各種扶助に要する経費
　※補助率：国3/4、県1/4(県費対象分)

福祉
支援課

147

【母子家庭等自立支援
事業】
母子父子自立支援員
設置事業

ひとり親家庭やその家族等からの相談に対応するため、母
子父子自立支援員を設置する
　※補助率：県　定額補助

子育て
支援課

148

【母子家庭等自立支援
事業】
ひとり親家庭生活支援
事業

ひとり親世帯の親子を対象にポーセラーツ（磁器をデコ
レーション）作りを開催し、親子のふれあい、参加者の交流
の場を提供する

子育て
支援課

149
【ひとり親家庭医療助
成事業】
ひとり親家庭医療費

児童扶養手当を受給可能な所得水準のひとり親家庭に対
し、受給者資格証により医療機関への支払いを直接市が
負担する現物支給及び、ひとり親家庭の医療費の一部を
助成する
　※補助率：県1/2

子育て
支援課

予　算　額

151
【保育所事業】
保育所照明ＬＥＤ化事
業

保育所の照明のＬＥＤ化
令和5年度実施保育所
　・真坂保育所
　・山口保育所
　・深秣保育所

保育施設
運営室

152
【保育所事業】
下郷保育所整備事業

下郷保育所の屋根の改修工事
保育施設
運営室

153
【保育所事業】
溝部保育所

溝部保育所のトイレ洋式化
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＜衛生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

525

（特定財源）

他 525

2,000

241,566

（特定財源）

市債 119,100

45,081

（特定財源）

他 17,776

3,000

（特定財源）

他 3,000

416,540

（特定財源）

県 12,042

38,285

（特定財源）

他 1

311,597

（特定財源）

国庫 1,403

他 30,683

539,546

（特定財源）

国庫 539,546

予　算　額

155
【自然環境保全推進事
業】
環境美化推進事業

環境教育として市民を対象に環境標語・環境ポスター・環
境工作コンクールを実施するほか、ごみ拾い行動を喚起し
て、ごみのないまちづくりを目指すため、日常的にごみ拾
いをしてくれる方（きれまち隊）を募集・登録し、ごみ拾い活
動の支援を行う

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

環境
政策課

163
【予防事業】
新型コロナウイルスワク
チン接種関連

新型コロナに関する電話相談窓口の設置やオミクロン株対
応ワクチン等の接種に係る経費
　※補助率：国10/10（上限あり）

地域医療
対策課

160
【地域医療対策事業】
病院事業会計繰出金

中津市民病院の経営安定のための負担金・補助金・出資
金

地域医療
対策課

161
【地域医療対策事業】
救急医療対策事業

初期救急及び二次救急に対する中津市医師会への委託
事業

地域医療
対策課

162
【予防事業】
各種予防接種

予防接種法に基づく対象者へ、医療機関での個別接種に
て定期予防接種を実施する
また、インフルエンザやおたふくかぜ等の任意予防接種の
費用を一部助成する
　※補助率：国1/2（風しんの追加対策事業分）
　　　　　　　 県3/4（予防接種事故対策費分）

　※【地域振興基金活用事業】

地域医療
対策課

158

【地域医療対策事業】
小児救急センター休日
夜間診療業務支援事
業

中津市民病院の小児救急センター休日夜間診療業務に
係る各自治体の負担金
中津市・宇佐市・豊後高田市・豊前市・上毛町・吉富町・築
上町で負担する

地域医療
対策課

157
【保健衛生総務事業
（水道事業）】
水道事業会計繰出金

水道事業の経営安定のための負担金・補助金・出資金

上下
水道部
総務

経営課

159
【地域医療対策事業】
中津市看護学校事業
補助金

中津ファビオラ看護学校が看護学生確保対策として実施
する修学援助事業の支援として、市から補助金を交付する

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

地域医療
対策課

156

【保健衛生総務事業
（水道事業）】
水道施設整備事業
（補助金）

水道未普及地域における飲料水供給施設の整備に対する
補助金
　・200千円×10戸

上下
水道部
総務

経営課
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＜衛生費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

65,876

（特定財源）

国庫 5,591

69,819

（特定財源）

国庫 46,305

県 11,576

4,280

96,302

（特定財源）

国庫 28,167

県 20,475

718

32,670

（特定財源）

他 32,670

101,617

（特定財源）

他 101,617

4,706

（特定財源）

他 1,768

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

166
【健康増進事業】
予約受付業務委託料

市民の利便性及び受診率向上のため、各種健診予約に
ついて夜間及び土日に電話予約ができるよう受付業務を
外部委託する（※国民健康保険事業実施分も含む）
　【現在】8：30～17：15（平日のみ）
　　　↓
　【R5～】8：30～20：00（土日含む全日）

地域医療
対策課

169

【ごみ処理一般管理事
業】
プラスチック資源化処
理委託料

令和3年度より開始している資源プラスチックの収集に加
え、令和5年度より「その他のプラスチック製品」も収集を開
始し、資源化を促進する

清掃
管理課

164
【母子保健事業】
妊婦乳児健診事業

母子健康手帳を交付する際に受診券を交付し、一般健診
や新生児聴覚検査等の費用を助成する
また、産後ケア事業を行う（デイサービス型及び宿泊型）
令和5年度は頻回の健診が必要な多胎児を妊娠した妊婦
に対し、追加で妊婦健診受診券を交付し、健診に係る費用
を助成する
　※補助率：国1/2

地域医療
対策課

165 出産・子育て応援事業

妊娠や出産を届け出た妊婦等に対し応援金（妊娠届出時
5万円・出産届出時5万円）を給付する“経済的支援”及び
全ての妊婦・子育て家庭に寄り添い、出産 ・育児等の見通
しをたてるための面談等の継続実施を通じ、必要な支援等
につなぐ“伴走型支援”を行う
　※補助率：国2/3、県1/6
　　（令和5年10月から事務費は国1/2、県1/4）

地域医療
対策課

170
【ごみ処理一般管理事
業】
指定ごみ袋管理事業

指定ごみ袋の製造・販売に係る経費
清掃

管理課

171
【リサイクル推進事業】
生ごみ処理器「なかつ
キエーロ」製作委託料

生ごみ処理器「なかつキエーロ」を製作し、市民向けに販
売する
　大：140基　（販売価格：  5,000円）
　中：  40基　（販売価格:   4,000円）
　小：  20基　（販売価格：  4,500円）

清掃
管理課

新規

拡充

上下
水道部
総務

経営課

168

【保健衛生総務事業
（下水道事業）】
下水道事業会計繰出
金
（小規模集合排水）

下水道事業債償還（臨時措置分の利子・元金）分に要する
補助金

上下
水道部
総務

経営課

167
【浄化槽推進事業】
合併処理浄化槽設置
整備事業補助金

個人用住宅における合併処理浄化槽の設置経費に対する
補助金
　5人槽：新築　　332千円、改築 　922千円
　7人槽：新築　  414千円、改築 1,004千円
10人槽：新築     548千円、改築 1,138千円
　※補助率：新築　国1/3
　　　　　　 　 改築　国1/3、県1/3　1/2

予　算　額
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＜労働費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

2,722

（特定財源）

国庫 1,361

他 1,361

3,322

（特定財源）

国庫 1,661

他 1,661

1,001

（特定財源）

国庫 500

他 501

77

1,000

（特定財源）

国庫 500

他 500

3,064

（特定財源）

他 3,064

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

予　算　額

新規

商工・
雇用

政策課

175
【労政事業】
外国人労働者交流事
業

外国人労働者に対し、中津での生活をより充実したものと
するため、市内の観光や歴史に触れる機会として、施設見
学や体験等の交流事業を実施する

商工・
雇用

政策課

176
【労政事業】
小学生ものづくり体験
授業

小学生の時から、ものづくりの魅力や地元企業とかかわる
機会を創出し、ものづくりや地元企業の魅力を知り、中津で
ものづくりに従事して地域の発展に貢献したいと思う人材
の育成を図るため、工科短大や地元企業による体験授業
を実施する

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

174
【労政事業】
女性起業家支援事業

女性の起業に必要なスキルの習得と女性起業家応援ネッ
トワークの構築等のため、セミナーや交流会等を実施する

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

172
【労政事業】
企業合同就職説明会
開催事業

人材確保を望む企業等を支援するため、企業合同就職説
明会を開催する

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

商工・
雇用

政策課

173
【労政事業】
人材バンク就職支援事
業

有資格の求職者と企業をマッチングするため、人材バンク
就職支援事業を行う

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

商工・
雇用

政策課

商工・
雇用

政策課

177
【労政事業】
若年者就職支援事業

ジョブカフェおおいたのサテライト事業を実施し、若年者に
対してカウンセリングやセミナーの実施、企業の採用情報
の提供などの就職支援サービスを提供する

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

商工・
雇用

政策課
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＜農林水産業費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

201,935

1,170

35,973

（特定財源）

市債 35,900

101,978

（特定財源）

県 76,376

市債 25,300

108,454

（特定財源）

県 81,643

4,500

8,492

（特定財源）

県 8,492

14,100

（特定財源）

国庫 6,000

他 3,747

1,589

（特定財源）

県 1,589

4,500

（特定財源）

県 4,500

予　算　額

178

【農業総務事業（下水
道事業】
下水道事業会計繰出
金
（農業集落排水）

農業集落排水事業の経営安定のための補助金

上下
水道部
総務

経営課

182 多面的機能支払事業

地域共同で行う、水源かん養や環境保全、景観形成等の
多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道
等）の質的向上を図る活動を行う組織に対し、補助を行う
　※補助率：県3/4、10/10

農政
振興課

183 耕畜連携補助事業
耕種農家と畜産農家が連携して良質な中津産の粗飼料を
生産するために、面積に応じて一定額を補助する
　・補助額　5千円（10a当たり）

農政
振興課

184
経営所得安定対策直
接支払推進事業

農家の生産拡大を促す対策と農業経営の安定を図るた
め、中津市農業再生協議会に対し、経営所得安定対策交
付申請に係る事務経費を補助する
　※補助率：県10/10

農政
振興課

181
中山間地域等直接支
払事業

集落等を単位に、農地の管理方法や役割分担の取決めと
なる協定を締結し、それに従って行われる農業生産活動等
を支援するため、協定の面積に応じて一定額を交付する
　※補助率：県3/4、1/2

農政
振興課

179
【農業振興事業】
農業経営収入保険事
業費補助金

自然災害や新型コロナウイルス感染症等による農家の収
入減少に対応するため、農業経営収入保険制度への加入
を促進する
・農業経営収入保険の初年度の保険料1/2を助成
　（上限10万円）

農政
振興課

180
【農業振興事業】
農業公社やまくに運営
補助金

農業公社やまくにが地域農業をサポートしていくための機
械整備に対する補助金
　・4トンダンプ
　・コンバイン
　・トラクター　　等

農政
振興課

185
なかつ6次産業創生事
業

販売促進活動等6次産業化の起業・拡大支援補助金
なかつ6次産業創生推進協議会運営補助金

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

農政
振興課

186

【新農業人材確保・経
営継承対策事業】
農業次世代人材投資
資金

次世代を担う農業者を目指す49歳以下の就農希望者に対
し、就農準備や経営開始時の早期経営確立を支援するた
めに、必要な資金を交付する
　※補助率：県10/10

農政
振興課

187

【新農業人材確保・経
営継承対策事業】
新規就農者育成総合
対策事業

49歳以下の農業従事者の拡大を図るため、新たに経営を
開始するものに対して資金を助成する
　※補助率：県10/10

農政
振興課

36



＜農林水産業費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

5,000

（特定財源）

県 2,500

650

（特定財源）

県 325

15,000

（特定財源）

県 15,000

10,994

（特定財源）

県 5,497

2,336

（特定財源）

県 1,750

6,600

（特定財源）

県 6,600

3,411

（特定財源）

他 2,964

5,986

（特定財源）

他 5,986

14,538

（特定財源）

県 12,498

600

（特定財源）

県 300

3,190

（特定財源）

県 2,126

188

【新農業人材確保・経
営継承対策事業】
親元就農給付金事業
費補助金

後継者の就農意欲の喚起と定着を図るために、就農時55
歳未満の親元就農者に対し給付金を給付する
　※補助率：県1/2

農政
振興課

189

【新農業人材確保・経
営継承対策事業】
地域育成型就農システ
ム支援事業費補助金

園芸戦略品目や地域の主要品目について、担い手の確
保・育成のため栽培技術や農業経営全般に係る知識の修
得などの研修（ファーマーズスクール）を実施するにあた
り、発生する経費に対して補助を行う
　※補助率：県1/2

農政
振興課

190

【新規就農総合支援事
業】
経営発展支援事業補
助金

次世代を担う農業者となることを志向し、就農後の経営発
展に資する取り組みを行う場合に、農業用機械等の導入を
支援する
　※負担割合：県3/4、受益者1/4

農政
振興課

191

【新規就農総合支援事
業】
農業活性化・スタート
アップ圃場設置事業補
助金

ピーマンファーマーズスクールの研修生が円滑に模擬営
農を実施できるように施設や機械等の整備に要する経費を
補助する
　※補助率：県 1/2

農政
振興課

192
環境保全型農業推進
事業

化学肥料・化学合成農薬を原則5割以上低減する取組と
併せて、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高
い営農活動を行う組織等に対し、交付金を支払う
　※補助率：県3/4

農政
振興課

193
【機構集積協力金事
業】
経営転換協力金事業

農地集積を図るため、農地中間管理機構に農地を貸し付
けて、経営転換等した場合に協力金を支払う
　※補助率：県10/10

農政
振興課

194
農地中間管理推進事
業

農地中間管理機構を活用した農地集積を推進する
農政

振興課

195

【集落営農構造改革対
策事業】
地域農業経営サポート
機構育成事業
（担い手確保支援事業
費補助金）

担い手不在集落の対応や就農支援等、総合的に地域農
業をサポートする組織の運営にかかる経費を支援する
（補助対象：農業公社やまくに）

　※【地域振興基金活用事業】

農政
振興課

196
経営体育成支援事業
（補助金）

融資主体型農業機械導入助成
　※負担割合：国3/10、県1/10、市1/10、受益者1/2

条件不利地域補助型農業機械導入助成
　※負担割合：国1/3、受益者2/3

農政
振興課

197

【大規模園芸産地形成
促進事業】
「園芸団地づくり計画」
推進対策事業

「園芸団地づくり計画」の目標達成のため、農業者に対して
計画推進に要する経費を補助する
令和5年度予定　2計画（いちご、白ねぎ）
　※補助率：県 1/2

農政
振興課

198
短期集中県域支援品
目生産拡大推進事業

ねぎの産出額100億円の達成を県が推進しており、白ネギ
の新規栽培者へ機械導入、資材費、技術指導の支援に補
助する
　※負担割合：県1/3、市1/6、自己負担1/2

農政
振興課

予　算　額

37



＜農林水産業費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

1,750

（特定財源）

県 1,250

11,925

（特定財源）

県 1,837

50,585

（特定財源）

市債 32,100

他 8,225

4,400

55,000

（特定財源）

市債 40,100

他 1,450

37,000

（特定財源）

市債 32,400

他 950

11,000

（特定財源）

市債 9,600

他 330

85,200

（特定財源）

県 56,658

市債 21,700

他 4,260

43,300

（特定財源）

県 33,700

市債 9,600

7,975

199
集落営農持続発展対
策事業

集落営農組織構成員の高齢化が進む中で、集落営農の
活性化に向け、ビジョンづくり及びその実現に向けた人材
の確保、収益化向上に向けた取り組み、組織体制の強化、
効率的な生産体制の確立など、地域の状況を踏まえて総
合的に支援する

※県補助金：1,000千円（定額：若者等雇用分）
250千円（定額：法人化経費分）

農政
振興課

新規

予　算　額

200
【畜産業振興事業】
畜産振興総合対策事
業

繁殖雌牛安定生産対策事業補助金
※補助率：県1/2

肉用素牛導入事業費補助金
乳用牛保留推進事業補助金
乳牛改良促進事業補助金
和牛育種改良促進対策事業補助金
畜産経営体衛生管理体制強化整備事業補助金

農政
振興課

201
農地管理事業
（県営事業負担金）

水田畑地化推進基盤整備（三光小袋、鍋島）
基幹水利施設保全対策（大井手堰）
農地再編整備（三光佐知）
農業水利施設保全合理化（荒瀬）
防災重点農業用ため池等整備（八面山新池）
農業用ため池等緊急対策（植野地区下池）

耕地課

202
【農地維持事業】
表土運搬委託料

耕地の工事や修繕の際に必要な表土を確保しておくた
め、別事業で余る予定の表土を耶馬溪地区（原石山）まで
運搬しストックする

耶馬溪
支所
農林

建設課

203 用水路整備事業
水路整備工事
　（田尻、東永添、福島、下池永、山ノ中、今津）

耕地課

新規

204 農道整備事業
農道整備
　（上池永、西永添、福島、北原）

耕地課

205
【農道整備事業】
農道舗装事業

農道舗装
　（定留、諸田、東大新田）

耕地課

206
農業基盤整備促進事
業

揚水機新設（山国小屋川）
揚水機更新（三光森山）
ため池整備（定留、三光成恒）

※補助率：国50～55％、県14％

耕地課

207
農業用水路等長寿命
化・防災減災事業

ため池廃止等
耶馬溪：筒ヶ迫池、尾崎池、下山田ヶ平池
山国　 ：毛谷村池

※補助率：ため池堤体分　国100％
 排水路分　国40％

耕地課

208 農道保全対策事業
深耶馬トンネル（広域農道耶馬溪線）内の照明の点検及び
管理台帳作成

耕地課新規

38



＜農林水産業費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

64,777

（特定財源）

県 650

他 64,127

45,821

（特定財源）

県 27,853

市債 12,400

他 144

13,696

（特定財源）

他 6,547

20,000

（特定財源）

県 10,000

48,000

（特定財源）

市債 48,000

5,000

（特定財源）

県 2,500

市債 2,000

他 500

2,111

（特定財源）

他 1,050

8,700

（特定財源）

市債 7,800

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

新規

209
【林業振興事業】
林業振興事業
（森林環境譲与税）

森林の整備や担い手の確保・育成を中心に森林環境譲与
税を活用
　森林調査委託料
　森林整備委託料
　林業作業者福祉特別対策事業補助金
　作業班員雇用安定推進事業補助金
　おおいた林業アカデミー研修支援事業補助金
　林業担い手育成事業補助金
　山林経営支援事業補助金
　製材業等労働環境改善対策事業補助金　　他

　※【森林環境譲与税活用事業】

林業
水産課

210

【大分県有害鳥獣被害
対策関係事業】
鳥獣被害対策関係事
業

有害鳥獣被害を減少させるために、有害鳥獣捕獲奨励金
を交付する
　※県補助は捕獲した有害鳥獣の種類及び頭数による

林業
水産課

211 市有林管理事業
三光　　　：下刈、造林
本耶馬渓：間伐
耶馬溪　 ：下刈

三光・
本耶馬渓
・耶馬溪

支所
農林

建設課

212
【林道管理事業】
林道点検診断委託料

林道施設全箇所の点検を行う（5年に1度）
　橋梁33ヶ所、トンネル1ヶ所
※補助率：県1/2

林業
水産課

213 林道維持事業
林道小出線：コンクリート舗装工事
林道藤原小瀬戸線：橋りょう・林道補修工事

本耶馬渓
・山国
支所
農林

建設課

214
【県単治山事業】
県単補助治山事業

県単補助治山事業（山国宇曽地区）
　・山腹水路工事
　※補助率：県1/2

林業
水産課

215
【水産業振興事業】
市民おさかな感謝デー
イベント委託料

令和6年度開催の「第43回全国豊かな海づくり大会」大分
県大会では、中津市はサテライト会場となっており、大会に
向けて機運を高めるために、令和5年度はプレイベント的な
開催を予定

　※【地方創生推進対象事業】

林業
水産課

216
【漁港事業】
小祝漁港改修事業
（県工事負担金）

小祝漁港改修に係る県工事負担金
（水産生産基盤整備事業）
　・残土処理用地整地
　・道路舗装工事

林業
水産課

予　算　額

39



＜商工費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

2,000

（特定財源）

県 1,000

2,000

1,500

2,500

4,244

（特定財源）

他 4,244

1,397

（特定財源）

他 1,397

6,490

（特定財源）

県 500

他 2,272

300

27,945

（特定財源）

他 27,945

28,849

1,742

27,180

（特定財源）

市債 22,600

予　算　額

新規

拡充

222
【ブランド化推進事業】
“なかつ逸品”のすゝめ
事業

「中津市といえばこのブランド！」という中津全体を代表す
るブランド枠を作り、認証された商品の付加価値を生むこと
を目的として、現存の銘柄にブランド認証制度を設ける

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

商工・
雇用

政策課

217
【商業振興事業】
地域商業活性化支援
事業費補助金

地域コミュニティ機能の活性化に向けた取組に対し、補助
する
　※負担割合：県1/3、市1/3、事業者1/3
　　　補助上限2,000千円

商工・
雇用

政策課

218
【商業振興事業】
商店街空き店舗活用
事業補助金

中心市街地における商店街の空き店舗を活用して行う事
業に要する店舗改装費を補助する
　補助率1/2　補助上限1,000千円

商工・
雇用

政策課

219
【商業振興事業】
商店街にぎわいづくり
支援事業補助金

商店街自らが考え実践する活性化イベントに対する補助
金
　補助率1/2　補助上限額300千円

商工・
雇用

政策課

220
【商業振興事業】
商店街等共同設備補
助金

中心市街地において商店街の活性化や市民にとって有益
な公共性の高い共同施設を各商店街団体が修繕、改修す
る経費の一部を補助する
　補助率1/2　補助上限500千円

商工・
雇用

政策課

221
【買物支援事業】
耶馬溪地域買物支援
事業

耶馬溪地域の高齢者・買い物困難者の生活利便性を図る
ため、移動販売・宅配事業を行う

　※【地域振興基金活用事業】

耶馬溪
支所
地域

振興課

223
【工業振興事業】
中山間地域創業支援
事業補助金

中山間地域で創業する者に対し、初期投資に係る経費を
補助する（補助割合1/2、補助上限1,000千円）
　※補助率：県1/2（県外からの移住の場合）

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

商工・
雇用

政策課

224
【工業振興事業】
勤労者資格取得支援
事業補助金

市内に住所を有し、市内事業所に勤務する者（予定者を含
む）に対し、就職や仕事に役立つ資格取得に要する経費
の一部を補助する
　補助上限：対象者1名につき１0千円

商工・
雇用

政策課

225
【金融対策事業】
利子補給補助金

大分県の新型コロナウイルス感染症緊急対策特別資金特
別融資について、借入後3年間（令和5～8年度）の利子補
給を行う

　※【新型コロナウイルス感染症対策基金活用事業】

商工・
雇用

政策課

226
【観光事業】
観光宣伝活動事業

中津市の観光宣伝に係る経費
観光PRパーソン3名

観光
推進課

227
【観光事業】
インバウンド対策事業

海外インフルエンサーの招聘及びメディア掲載や台湾商
談会参加等の経費

観光
推進課

228
【観光施設管理事業】
西谷農村公園指定管
理委託料

西谷農村公園の指定管理委託料
（キャンピングトレーラー購入や管理棟改修等を含む）

本耶馬渓
支所
地域

振興課

40



＜商工費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

12,077

（特定財源）

市債 12,000

5,755

（特定財源）

市債 5,700

27,640

（特定財源）

市債 27,600

6,600

（特定財源）

市債 6,600

24,396

（特定財源）

市債 24,300

30,380

（特定財源）

市債 27,300

2,800

（特定財源）

市債 2,800

12,538

（特定財源）

市債 12,500

7,118

（特定財源）

他 2,924

23,440

（特定財源）

国庫 10,843

他 1,852

1,123

275,501

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

229
【観光施設整備事業】
西谷農村公園施設整
備事業

西谷農村公園の展望風呂や脱衣所の改修
変圧器等設備の更新　等

本耶馬渓
支所
地域

振興課

230
【観光施設整備事業】
やすらぎの郷やまくに
整備事業

経年劣化による設備の更新等
　・温水チラー修繕
　・厨房エアコン整備
　・厨房機器更新

山国支所
地域

振興課

231
【観光施設整備事業】
道の駅耶馬トピア整備
事業

駐車場トイレの改修及び多目的トイレの新築
耶馬トピア内道路の舗装工事　等

本耶馬渓
支所
地域

振興課

232
【観光施設整備事業】
憩の森キャンプ場整備
事業

憩の森キャンプ場（山国）内のふれあいの館の解体及びト
イレ施設新設
　令和4年度：ふれあいの館解体
　令和5年度：トイレ新設

山国支所
地域

振興課

観光
推進課

238
不滅の福澤プロジェク
ト事業
（観光関連）

“壱万円札”の肖像となった福澤諭吉先生の偉業を令和6
年の肖像交代を契機として、中津に縁のある方々や団体
等と共に幅広いネットワークで後世に伝える取り組みを行う

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

観光
推進課

234
【観光施設整備事業】
猿飛千壺峡整備事業

駐車場整備
猿飛千壺峡・魔林峡整備計画作成

山国支所
地域

振興課

235
【観光施設整備事業】
道の駅やまくに整備事
業

経年劣化による設備の更新等
　・厨房エアコン整備

山国支所
地域

振興課

236
【観光施設整備事業】
自然水族館整備事業

洗堀されている青の洞門下の自然水族館の通路の一部を
コンクリートで舗装し、利用者の安全を確保する

本耶馬渓
支所
地域

振興課

新規

新規

拡充

239 企業誘致事業
民間企業の経営担当者に対し、大分県東京・大阪事務所
等と連携して企業訪問を行い、設備投資の動向や他社の
情報を取得し、誘致可能な企業に対して効果的にPRする

企業誘致
・港湾課

240 企業立地促進事業
中津市内で新設・増設した企業に対する助成金
（用地取得・設備投資・新規雇用者・固定資産税・借地料
等）

企業誘致
・港湾課

233
【観光施設整備事業】
洞門キャンプ場整備事
業

グラウンド排水性改善のための側溝整備等
（バルンバルンの森）

本耶馬渓
支所
地域

振興課

237
メイプル耶馬サイクリン
グロード活性化事業

サイクリングロードの整備やサイクルツーリズム推進の人材
育成・確保のために、イベントやガイド養成事業を実施する
とともイベント開催への補助を行う
・令和5年度は中津日田道路開通イベントを実施予定
・サイクリングロード活用支援補助金
　　2,000千円（新規）（500千円×4件）

　※【地域振興基金活用事業】

予　算　額

41



＜土木費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

4,700

（特定財源）

国庫 2,050

県 1,325

250

（特定財源）

国庫 250

1,500

（特定財源）

国庫 650

県 425

5,185

（特定財源）

国庫 2,592

県 1,296

7,155

10,698

7,500

（特定財源）

国庫 3,750

43,761

（特定財源）

市債 39,300

89,500

77,100

（特定財源）

国庫 42,350

164,550

（特定財源）

国庫 88,825

市債 68,100

245 新規
【空家等対策法事業】
空き家等実態調査業
務委託料

5年に1度の空き家実態調査を行う
R5年度調査対象地域：旧中津市内
　※補助率：国1/2

まちづくり
推進課

予　算　額

拡充

249 道路橋りょう整備事業 市内一円の舗装及び側溝整備工事

建設
政策課

各支所
農林

建設課

246
【空家等対策法事業】
空き家バンク業務委託
料

令和5年度から空き家バンク対象地域を旧下毛地域のみか
ら市内全域へ拡大

まちづくり
推進課

251
橋りょう長寿命化修繕
事業

橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋りょう補修工事
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

244
【建築基準法事業】
がけ地近接等危険住
宅移転事業補助金

がけ崩れなどの危険がある区域内にある既存の住宅（危険
住宅）を除却し、安全な土地へ新築（購入も含む）する人に
国・県及び市が⼀体となって移転費用の一部を補助する
　＠除却等費用　　 補助上限　  975千円
　＠建設助成費用　補助上限　4,210千円
　※補助率：国1/2、県1/4

建築
指導課

247
【空家等対策法事業】
危険空家等除却事業
補助金

危険空家の所有者に対して、除却費用の1/2以内の補助
（補助上限500千円）
　※補助率：国1/2

まちづくり
推進課

250
【道路橋りょう整備事
業】
道路等点検調査事業

5年に1度の頻度で近接目視による点検を実施
令和元年度から二巡目開始
  全体：橋りょう688橋　トンネル7本
  令和5年予定 ： 橋りょう点検（127橋）
　　　　　　　　　　  トンネル点検（2本）
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

248
道路橋りょう総務事業
（県工事負担金）

県工事負担金
（耶馬溪院内線、渋見成恒中津線、豊前耶馬溪線、国道
212号）

建設
政策課

241
【建築基準法事業】
木造住宅耐震化促進
事業補助金

木造住宅の耐震診断・改修に対する補助
耐震（対象経費の2/3以内、補助上限110千円）
改修（対象経費の2/3以内、補助上限1,200千円）
　※補助率：国1/2、県1/4

建築
指導課

242
【建築基準法事業】
民間建築物アスベスト
対策事業補助金

民間建築物のアスベスト含有量調査に対する補助
（補助上限250千円）
　※補助率：国10/10

建築
指導課

243
【建築基準法事業】
危険ブロック塀等除却
事業補助金

災害時における被害の防止及び避難路を確保し、安全・
安心なまちづくりを促進するため、危険性の高いブロック塀
等の解体費用の一部を補助
（補助上限100千円）
　※補助率：国1/2、県1/４

建築
指導課

42



＜土木費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

87,100

（特定財源）

市債 77,400

16,000

25,500

28,000

（特定財源）

市債 24,000

8,000

（特定財源）

市債 7,200

5,670

（特定財源）

市債 5,000

11,200

（特定財源）

市債 9,900

10,050

（特定財源）

市債 9,000

53,000

（特定財源）

市債 47,700

5,500

（特定財源）

市債 4,900

12,000

（特定財源）

市債 11,900

6,100

（特定財源）

市債 6,000

259

【道路橋りょう新設改良
事業】
相原村中線外１線道路
改良事業

道路改良工事
用地取得

建設
政策課

262

【道路橋りょう新設改良
事業】
宮園鎌城線道路改良
舗装事業

道路改良・舗装工事
電柱移転補償

耶馬溪
支所
農林

建設課

257

【道路橋りょう新設改良
事業】
上如水中原線外３線歩
道整備事業

不動産鑑定、用地取得、工作物等補償
移転物件調査委託

建設
政策課

258

【道路橋りょう新設改良
事業】
田尻７５６号線道路改
良事業

道路改良工事
電柱移転補償

建設
政策課

260

【道路橋りょう新設改良
事業】
大貞加来一号線交差
点改良事業

道路改良工事
電柱移転補償

建設
政策課

261

【道路橋りょう新設改良
事業】
通学児童の安全確保
に主眼を置いた道路
整備事業

牛神・舞手川線（グリーンベルト設置、側溝整備）
一ツ松・宮夫線（グリーンベルト設置）
下池永・大悟法線（グリーンベルト設置）

建設
政策課

253
横断歩道橋長寿命化
修繕事業

横断歩道橋長寿命化修繕計画に基づく横断歩道橋補修
工事
 令和5年度予定 ： 是則跨線橋撤去設計

建設
政策課

263

【道路橋りょう新設改良
事業】
上ノ川内桧原線道路
改良舗装事業

道路改良・舗装工事

耶馬溪
支所
農林

建設課

256

【道路橋りょう新設改良
事業】
北原福島線道路改良
事業

道路改良工事
電柱移転補償

建設
政策課

道路長寿命化修繕事
業

個別計画に基づく道路舗装補修工事
建設

政策課

254 交通安全施設事業
市内一円の道路反射鏡、防護柵、転落防止柵、区画線、
視線誘導標等整備

建設
政策課

各支所
農林

建設課

255

【道路橋りょう新設改良
事業】
全徳是則線外２線道路
改良事業

不動産鑑定、用地取得、建物補償
移転物件調査委託
道路改良工事

建設
政策課

252

予　算　額

43



＜土木費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

43,100

（特定財源）

市債 38,700

5,000

（特定財源）

市債 4,500

3,000

（特定財源）

市債 2,700

4,500

（特定財源）

市債 4,000

8,000

（特定財源）

市債 7,200

3,000

（特定財源）

市債 3,000

1,000

（特定財源）

市債 1,000

101,500

（特定財源）

国庫 50,000

市債 46,300

20,100

（特定財源）

国庫 9,900

市債 9,000

44,730

（特定財源）

国庫 21,750

市債 21,700

11,100

（特定財源）

国庫 5,000

市債 5,400

24,000

（特定財源）

国庫 12,650
市債 11,300

新規

新規269
【道路橋りょう新設改良
事業】
倉谷線道路改良事業

測量・設計委託
山国支所

農林
建設課

267

【道路橋りょう新設改良
事業】
上池永大法寺永添線
道路改良事業

用地取得、補償（電柱移転、立竹木）
建設

政策課

270

【道路橋りょう新設改良
事業】
平原樅木線道路改良
事業

道路舗装工事

本耶馬渓
支所
農林

建設課

268

【道路橋りょう新設改良
事業】
田中森山線道路改良
事業

測量・設計委託
路肩整備工事
電柱移転補償

建設
政策課

264

【道路橋りょう新設改良
事業】
蛎瀬７１２号線道路改
良事業

道路改良工事
電柱移転補償

建設
政策課

【道路橋りょう新設改良
事業】
倉ノ町畑ヶ田線道路改
良事業

測量・設計委託
建設

政策課

265

【道路橋りょう新設改良
事業】
鍋島桜洲橋県道線（１
工区）道路改良事業

移転物件調査委託
建設

政策課

273
【社会資本整備事業】
栃木線（津民小橋）橋
りょう整備事業

橋りょう整備工事を県に委託
　※補助率：国5/10

建設
政策課

266

275
【社会資本整備事業】
成恒西秣線道路改良
事業

道路改良工事
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

272
【社会資本整備事業】
御澄池東通り線道路改
良事業

道路改良工事
電柱移転補償
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

274
【社会資本整備事業】
下池永西大新田線外１
線道路改良事業

測量・設計委託
用地取得
　※補助率：国5/10

建設
政策課

271
【社会資本整備事業】
万田沖代線道路整備
事業

不動産鑑定、建物補償、用地取得
移転物件調査委託
道路改良工事
　※補助率：国5/10

建設
政策課

予　算　額

44



＜土木費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

2,100

（特定財源）

国庫 1,000

市債 1,000

34,100

（特定財源）

国庫 18,700

市債 15,300

91,000

（特定財源）

国庫 49,500

市債 36,300

4,000

（特定財源）

国庫 2,000

市債 2,000

4,550

（特定財源）

国庫 2,000

市債 2,500

7,000

（特定財源）

国庫 3,850

市債 2,800

17,028

7,600

49,400

（特定財源）

市債 45,000

33,000

（特定財源）

市債 27,800

16,700

（特定財源）

市債 15,000

新規

279
【社会資本整備事業】
佐知臼木線道路改良
事業

道路改良工事
　※補助率：国5/10

建設
政策課

280
【社会資本整備事業】
堀江年の神線災害防
除事業

不動産鑑定、用地取得、立竹木補償
測量・設計委託
　※補助率：国5/10

建設
政策課

281
【社会資本整備事業】
大貞永添線外１線交差
点改良事業

測量・設計委託
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

278
【社会資本整備事業】
田中・森山線外３線歩
道設置事業

移転物件調査委託
道路改良工事
補償（工作物等、建物、電柱移転）
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

283 河川維持事業
水路修繕（大井手水系）
護岸補修（狸ノ尻川）

排水
対策課

本耶馬渓
支所
農林

建設課

284 河川整備事業
河川整備
（金手、東浜、相原、中央町、高瀬、六反田川、蛎瀬）

排水
対策課

285
砂防事業
（県工事負担金）

本耶馬渓：道の上、中河内
耶馬溪　 ：原井、深耶馬、芝原、乙井屋敷、乙渕ノ上、
　　　　　    奥ノ鶴、赤松、天福山
山国　　  ：神谷2、奥谷

排水
対策課

276
【社会資本整備事業】
杉畑上ノ畑線災害防
除事業

不動産鑑定、用地取得、立竹木補償
　※補助率：国5/10

建設
政策課

277
【社会資本整備事業】
宮ノ馬場町丈線道路
改良舗装事業

道路改良・舗装工事
建物補償、電柱移転補償
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

286
【港湾改修事業】
中津港改修事業
（県営事業負担金）

中津港改修に係る県工事負担金
　・津波危機管理対策
　・重要港湾改修
　・港湾改修統合補助

企業誘致
・港湾課

282
【河川管理事業】
河川清掃委託料

蛭川、中ノ川、金剛川の河川清掃委託

上下
水道部
排水

対策課

予　算　額

45



＜土木費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

28,750

（特定財源）

市債 25,800

1,768

930,677

319,000

（特定財源）

国庫 171,050

市債 133,000

44,666

（特定財源）

国庫 22,300

市債 20,000

他 2,366

16,159

（特定財源）

市債 7,900

他 8,259

75,000

（特定財源）

国庫 35,500

市債 34,100

他 5,400

2,824

（特定財源）

他 644

200,100

（特定財源）

国庫 100,050

市債 100,000

22,000

（特定財源）

国庫 10,500

市債 11,500

6,450

（特定財源）

国庫 3,224

市債 3,200

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

新規

293
公園施設長寿命化対
策事業

中央公園ベンチ更新
米山公園園路整備
はな公園遊具更新
長寿命化計画の再調査・設計委託（5年に1度の見直し）
　※補助率：国5/10
　
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

建設
政策課

287
都市計画総務事業
（県工事負担金）

県工事負担金（外馬場錆矢堂線）
建設

政策課

291

【街路事業】
宮永角木線街路事業

不動産鑑定、家屋調査、用地取得、家屋補償
測量設計委託
道路改築工事、道路側溝工事
　※補助率：国5.5/10

建設
政策課

295
【住宅建設改良事業】
高瀬住宅建替事業

B棟工事（1棟18戸）
本体工事
電気・機械設備工事
　※補助率：国5/10

建設
政策課

296
【住宅建設改良事業】
宝門住宅改善事業

外壁改善工事（1棟16戸）
　※補助率：国5/10

建設
政策課

【公園整備事業】
ダイハツ九州スポーツ
パーク大貞トイレ建替
事業

ダイハツ九州スポーツパーク大貞トイレ建替
　※補助率：国5/10

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

建設
政策課

288
【都市計画総務事業】
用途地域見直し業務
委託料

立地適正化計画策定に伴い、都市機能誘導区域を設定し
たが、現在の都市計画の用途地域と整合していない箇所
があるため見直しをする

まちづくり
推進課

290

289

【都市計画総務事業
（下水道事業）】
下水道事業会計繰出
金

公共下水道事業の経営安定のための負担金・補助金

上下
水道部
総務

経営課

294
【住宅整備事業】
火災警報器更新事業

市営住宅に設置されている火災警報器を計画的に更新
令和5年度計画数 ： 322個

建設
政策課

297
【住宅建設改良事業】
東谷住宅解体事業

解体工事（1棟5戸）
　※補助率：国5/10

建設
政策課

292 拡充

【公園整備事業】
スケートボードセクショ
ン設置事業

ダイハツ九州スポーツパーク大貞スケートボードセクション
設置
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

建設
政策課

予　算　額

46



＜消防費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

20,505

（特定財源）

市債 15,300

54,907

903

49,427

（特定財源）

市債 39,300

3,399

（特定財源）

国庫 1,649

県 824

1,425

（特定財源）

県 474

112

（特定財源）

県 55

36,114

61,490

（特定財源）

市債 38,500

1,320

2,935

（特定財源）

県 1,467

予　算　額

拡充

拡充

拡充

新規

306
【防災事業】
防災FM告知放送シス
テム・端末更新

旧下毛地域の防災告知放送システムサーバー及び各家庭
の告知端末の更新経費

防災危機
管理課

307
【防災事業】
屋外拡声機保守委託
料

旧下毛地域の屋外拡声機の現地調査による保守点検経
費

301
非常備消防施設整備
事業

耐震性貯水槽新設（本耶馬渓町曽木）
消防団ポンプ車更新（和田、今津）

消防本部
総務課

298
常備消防施設整備事
業

旧中津市内8箇所（消防本署、市役所、南部、米山、大幡、
是則、三保、今津）に設置しているサイレン吹鳴装置を改
修する

消防本部
総務課

299

【非常備消防運営事
業】
消防団員報酬・出動手
当

分団長をはじめとする消防団員の年額報酬及び出動手当
を改定

消防本部
総務課

300

【非常備消防運営事
業】
女性消防団員報酬・出
動手当

女性消防団員の年額報酬及び出動手当を改定
消防本部
総務課

防災危機
管理課

303
【防災事業】
避難所備蓄品

災害備蓄用トイレ用品（し尿処理剤7,000個　5年間で整
備）
ボックストイレ（組立式簡易トイレ90個　5年間で整備）
　※補助率：県1/3

防災危機
管理課

304
【防災事業】
福祉避難所テレビ設置

福祉避難所を兼ねるダイハツ九州アリーナに災害の情報
源としてのテレビ設置経費
　※補助率：県1/2

防災危機
管理課

305
【防災事業】
排水ポンプ設置管理
委託料

仮設排水ポンプの設置及び管理委託（全9地区）
（堀川・北門通り・三ノ丁・新大塚・角木・東浜・青・多志田・
平田地区）

防災危機
管理課

308
【防災事業】
海抜表示板更新委託
料

設置後10年以上経過した海抜表示板全513枚の更新経費
　※補助率：県1/2

防災危機
管理課

302
【防災事業】
ハザードマップ作成委
託料

大分県が指定する警戒指定区域に基づいた土砂災害ハ
ザードマップを作成する（令和5年度：18箇所）
　※補助率：国1/2、県1/4

上下
水道部
排水

対策課
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＜消防費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

383

15,922

（特定財源）

市債 11,300

7,743

（特定財源）

市債 7,700

123

10,000

（特定財源）

他 10,000

25,000

（特定財源）

他 25,000

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

新規

新規

新規

311
【防災事業】
防災設備整備事業

防災監視カメラに赤外線投光器、無停電電源装置を設置
防災危機
管理課

309
【防災事業】
避難所用ポケットWi-Fi

避難所指定学校7施設において、避難時の情報収集がで
きるように整備する
（南部小・北部小・豊田小・沖代小・小楠小・鶴居小・城北
中）

防災危機
管理課

310
【防災事業】
防災設備管理事業

屋外放送設備の改修
防災危機
管理課

314
【防災事業】
防災拠点整備事業（Ｂ
＆Ｇ関連）

【B&G財団助成事業】
災害時の防災拠点の整備（資機材）及び人材育成（研修・
訓練）を行う

防災危機
管理課

312
【防災事業】
ジュニア防災士養成

小学生を対象に防災意識や自主性を養うことを目的とした
ジュニア防災士30名を養成する

防災危機
管理課

313
【防災事業】
風倒木被害軽減対策
事業負担金

全国的に多発している台風等による風倒木被害を防止す
るため九州電力送配電株式会社との協働により事前伐採
を行う
　※負担割合：九州電力送配電株式会社1/2、市1/2

　※【森林環境譲与税活用事業】

林業
水産課

予　算　額

48



＜教育費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

4,877

12,602

（特定財源）

県 7,869

3,103

（特定財源）

県 1,854

25,988

（特定財源）

県 15,035

1,759

8,773

（特定財源）

県 5,186

13,522

（特定財源）

県 1,641

2,142

5,286

4,913

（特定財源）

市債 4,800

予　算　額

315
【教育振興事業】
学校指導専門員設置
事業

多様化する教育現場の円滑化、適切な授業の提供、児童
生徒の学力向上を図り、学校指導専門員を2名配置する

学校
教育課

316
【教育振興事業】
スクールソーシャル
ワーカー設置事業

家庭環境等に問題のある生徒の指導上の諸問題解決を図
り、スクールソーシャルワーカーを3名配置する
　※補助率：県3/5

学校
教育課

317
【教育振興事業】
部活動指導員設置事
業

教職員の働き方改革推進のため、部活動の指導を専門に
行う部活動指導員を8名配置する
　勤務日数：週3日
　※補助率：県2/3

学校
教育課

318
【教育振興事業】
スクールサポートスタッ
フ設置事業

教員の事務負担を軽減することで、子どもと授業に向き合う
ための環境を整備するため、スクールサポートスタッフを20
名配置する
　※補助率：県3/5

学校
教育課

319
【教育振興事業】
スクールカウンセラー
設置事業

県から8名のスクールカウンセラーが配置されているが、対
応が特定の日及び時間に限られているため、市独自でス
クールカウンセラーを1名配置する

学校
教育課

320
【教育振興事業】
学習指導員設置事業

授業の進度や内容の充実度等に応じた個別指導等を行う
学習指導員を10名配置する
　※補助率：県3/5

学校
教育課

321
【教育振興事業】
日本語指導員設置事
業

日本語指導を必要とする帰国・外国人児童生徒が増加し
ているため、日本語指導員を2名から5名に増員し、日本語
習得指導や学習指導の補助を行う
　※補助率：県2/3（1名分のみ）

学校
教育課

322

【教育振興事業】
大分県統合型校務支
援システム基盤利用負
担金

児童生徒の出欠状況や成績の管理などを行うためのシス
テムを導入する
（県が調達し、各市町村が学校数に応じて負担金を支出す
る）

学校
教育課

323
【教育振興事業】
ライセンス利用負担金

Microsoft Office 365 （マイクロソフト社が提供するOffice機
能（Word、Excel等）とグループウェア（オンライン会議機能
等）を兼備したクラウドサービス）を導入する
（県が調達し、各市町村がライセンス数に応じて負担金を
支出する）

学校
教育課

324
【教育振興事業】
スクールバス購入事業

購入から17年が経過した三郷小学校のスクールバスを更
新する
（14人乗り4ＷＤコミューターバス）

山国支所
地域

振興課

新規

拡充

新規
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＜教育費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

89,979

（特定財源）

他 89,979

33,672

（特定財源）

他 33,672

3,939

（特定財源）

他 52

9,209

（特定財源）

県 2,302

7,512

（特定財源）

他 7,512

58,076

（特定財源）

他 32

16,357

（特定財源）

国庫 6,701

市債 1,100

1,460

1,099

325
【教育振興事業】
特別支援教育補助員
設置事業

小・中学校および幼稚園に在籍する障がい（発達障がい含
む）のある児童生徒及び園児と、学習支援の必要な児童生
徒に対し、学校生活や学習場面での個別支援を行う特別
支援教育補助員を配置する
　・小・中学校の配置数（52人）
　・市民病院内の配置数（1名）
　・長期休業期間中の配置数（8名）

　※【地域振興基金活用事業】

学校
教育課

326
【教育振興事業】
学力向上学習補助員
設置事業

学級規模等の状況により、特にサポートが必要となる場合
に個別指導を行う学力向上学習補助員を配置する
　・授業担当あり：14名
　・授業担当なし：6名

　※【地域振興基金活用事業】

学校
教育課

327
【教育振興事業】
学びに向かう中津っ子
支援事業

小・中学生に対し学力の向上と定着を図るため、長期休業
中の学習指導や児童養護施設での出前補充学習を行う
また、英語体験としてAPU学生との交流会を開催する

学校
教育課

328

【コンピュータ整備事
業】
GIGAスクールサポー
ター配置事業

小中学校に一人1台タブレットを導入したことにより、タブ
レットの管理やトラブルに対応するため、専門知識をもった
GIGAスクールサポーターを4名配置する
　※補助率：県1/2 （2名分のみ）

学校
教育課

329 奨学金事業

高等学校や准看護師養成所で学ぶ、経済的に就学が困
難な者に対し、学資金を贈与する
　・高校生：108名（月額5,000円）
　・看護学生:4名（月額10,000円、18,000円）
　・母子家庭等福祉学生：3名（月額10,000円）

　※【育英基金活用事業】

学校
教育課

330
英語指導助手招致事
業

英語に親しみを持ち、英語力の向上による人材育成を図
り、ALT講師6名、英語コーディネーター1名、国際化推進
員1名を配置する

学校
教育課

331
不滅の福澤プロジェク
ト事業
（教育関連）

まちなみ歴史探検
読書感想文・感想画コンクール
福沢諭吉検定
福澤諭吉記念事業実行委員会へのイベント開催委託
　・全国高等学校弁論大会
　・諭吉かるた大会
　・近郊小中学校書写展
なかはくでの企画展開催
　・「お札の偉人（仮）」展
　・「海を渡ったサムライ（仮）」展
福澤記念館整備事業（土蔵、屋根）　※補助率：国1/2

　※【地方創生推進対象事業】

学校
教育課

社会
教育課

332
【教育振興事業】
学校保護者間連絡ア
プリ導入事業

教育DX推進のため、市内幼稚園・小・中学校で学校・保護
者間連絡専用アプリを導入する

学校
教育課

333
【教育振興事業】
遠距離通学児童生徒
通学費補助金

遠距離通学児童生徒に対する通学費の補助
　・三光地区　　　　小：1名　　中：7名
　・本耶馬渓地区　小：2名　　中：9名
　・耶馬溪地区　 　小：7名　　中：30名
　・山国地区　　　　小：5名　　中：1名

学校
教育課
ほか

予　算　額
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＜教育費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

201,028

19,866

75,476

（特定財源）

国庫 270

他 14,700

75,476

（特定財源）

国庫 2,154

242,478

（特定財源）

国庫 85,151

市債 130,700

42,146

（特定財源）

国庫 20,019

県 15,492

他 120

1,000

（特定財源）

国庫 500

他 500

2,760

1,690

（特定財源）

国庫 510

他 350

334
【教育振興事業】
小・中学校パソコンリー
ス事業

市内小・中学校に校務用・授業用のパソコン及びタブレット
を配置し、児童の情報活用能力を育成する
　平成28年に導入したパソコンの更新（845台）

学校
教育課

335
【教育振興事業】
ＡＩドリル導入事業

児童生徒一人ひとりに合わせたきめ細かな対応を行い、そ
れぞれの苦手分野を克服するためのＡＩ型教材を導入する
　小学6年生（793名）
　中学1、2年生（1,555名）

学校
教育課

336
【就学援助奨励事業】
要・準要保護児童生徒
援助事業

経済的理由により就学困難な児童生徒に対し、学用品費、
通学用品費、修学旅行費、医療費、校外活動費、オンライ
ン学習通信費などの就学援助を行う
　補助対象：要保護児童生徒の修学旅行費、医療費
　※補助率：国1/2

　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

学校
教育課

337
【就学援助奨励事業】
特別支援教育就学奨
励事業

特別支援学級に在籍する児童生徒で、経済的理由により
就学困難な者に対し、学用品費、通学用品費、修学旅行
費、校外活動費、オンライン学習通信費などの就学援助を
行う
　※補助率：国1/2

学校
教育課

338
北部小学校校舎増築
事業

・事業年度：令和4年度～令和5年度
・全体事業費：344,677千円
・令和5年度：解体工事
・令和5年度：新増築工事
・令和5年度：仮設配膳室移設工事
・令和5年度：備品購入（カーテン）
　※補助率：国1/3

教育
総務課

339
【幼稚園運営事業】
中津こども園事業

市立幼稚園に在園している園児に対し、幼稚園終園後、
夏季・冬季・春季休業中に、最長18時まで預かり保育を実
施し、幼稚園教育の推進及び保育に欠ける子どもへの一
部支援を行う
　※補助率（通常分）：国1/3、県1/3
　※補助率（無償化分）：国1/2、県1/4

学校
教育課

新規

拡充

拡充

342
【青少年事業】
たんけん中津・なかつ
学びんぴっく事業

郷土中津を愛する心を育み、郷土に誇りを持てる児童を育
成するためのふるさと学習事業を実施する

・学びんぴっく事業
　公式ガイドブックを活用し、郷土中津の学習を促す
　検定試験を実施し、成績上位者を表彰する

・たんけん中津事業
　5・6年生を対象に、1泊2日で旧下毛地域の名所旧跡等
を巡り、体験を通じて学んだ知識を再確認させる

　※【地方創生推進対象事業】

社会
教育課

拡充340
【社会教育総務事業】
職人フェスティバル事
業

児童生徒の勤労観や職業観を育てるキャリア教育の推進
のため、ものづくり体験や職場体験等を実施する
（事業主体：ステージ中津491）

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

社会
教育課

341
【社会教育総務事業】
二十歳式事業

新成人で構成する中津市成人式実行委員会に事業を委
託する
（旧「成人式事業」）

社会
教育課

予　算　額
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＜教育費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

246,470

（特定財源）

市債 116,900

他 129,471

1,000

（特定財源）

市債 700

762

（特定財源）

他 700

510

50,652

（特定財源）

国庫 3,063

県 2,200

他 3,204

15,385

（特定財源）

国庫 2,113

他 150

23,254

420

6,000

（特定財源）

市債 4,500

新規

拡充

新規

新規

349
【体育総務事業】
中津市スポーツ協会補
助金

中津市スポーツ協会に対する運営補助金
スポーツ合宿誘致活動や各スポーツイベント開催経費に
対して補助

体育・
給食課

350
【体育総務事業】
全国高校総体中津市
実行委員会補助金

令和6年度に北部九州で開催される全国高等学校総合体
育大会の中津市実行委員会に対する運営補助金

体育・
給食課

351
【体育施設事業】
ふれあいスポーツセン
ター整備事業

築26年が経過し、老朽化が著しいふれあいスポーツセン
ターのトイレを洋式化する

・事業年度：令和5年度
・全体事業費：6,000千円

体育・
給食課

343
【公民館事業】
耶馬溪公民館整備事
業

耶馬溪公民館の建替え事業
（避難所としての安全性や防災機能の強化、図書館やサイ
クリングターミナル等との複合化）

・事業年度：令和3年度～令和7年度
・全体事業費：648,287千円
・令和5年度：公民館新築工事

　※【耶馬の森林活性化基金活用事業】

耶馬溪
支所
地域

振興課

344
小幡記念図書館整備
事業

設置後29年が経過し、経年劣化が著しい小幡記念図書館
の空調設備を更新する

・事業年度：令和5年度～令和6年度
・全体事業費：40,100千円
・令和5年度：設計委託

小幡記念
図書館

新規

予　算　額

345
小幡記念図書館３０周
年記念事業

小幡記念図書館の移転30年を記念して、親子を対象とし
た絵本作家による公演やワークショップを開催し、絵本の
楽しさや読書に対する興味を引き出すきっかけをつくる

小幡記念
図書館

346
【文化財保護事業】
中津市文化財維持管
理事業補助金

文化財の維持管理経費に対する補助金
　・薦神社神門防災保守点検等補助金
　・神尾家防災設備点検等補助金
　・自性寺大雅堂維持管理補助金
　・雪舟庭維持管理補助金（新規）

社会
教育課

347
中津市歴史博物館管
理事業

年間運営経費
企画展開催経費
　令和5年度企画展
　　・「ナガシノノキオク（仮）」展　5～6月
　　・「美術の展示（仮）」　9～11月
　　・「開発（仮）」展　1～3月
　※補助率：国、県1/2

　※【地方創生推進対象事業】
　※【ふるさとなかつ応援基金活用事業】

社会
教育課

348
新中津市学校管理事
業

年間運営経費
慶應大学の教授による資料調査
調査研究（小幡篤次郎、渡辺家等）
市学校が所蔵する洋書の修繕
市民講座開催経費　等

　※【地方創生推進対象事業】

社会
教育課
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＜教育費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

153,300

（特定財源）

県費 570

市債 108,900

他 20,000

199,716

14,110

（特定財源）

市債 4,100

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

＜災害復旧費 ＞ 単位：千円

Ｎo． 新/拡 事　業　名 事　業　の　概　要 課名

35,100

（特定財源）

国庫 17,046

市債 17,000

※【　】内は細目名称。【　】がない事業は事業名と細目名称が同一

新規

拡充

新規

予　算　額

354
【学校給食運営事業】
新共同調理場整備事
業

三光・本耶馬渓・山国調理場を統合した新共同調理場の
整備事業

・事業年度：令和4年度～令和8年度
・全体事業費：未定

令和5年度　民間活力導入可能性調査委託
地質調査委託
敷地測量委託

体育・
給食課

353
【学校給食運営事業】
調理配送事業

学校給食の調理・配送業務
Ｒ5年度から本耶馬渓・山国調理場を直営から委託に変更
する

体育・
給食課

352
【体育施設事業】
中津市総合体育館整
備事業

築14年が経過し、メイン・サブアリーナの床のささくれが発
生しているダイハツ九州アリーナの改修を行う

・事業年度：令和5年度
・全体事業費：153,300千円

令和5年度　床改修工事
ＬＥＤ改修工事

体育・
給食課

355
道路災害復旧事業
（令和４年台風１４号関
連）

耶馬溪随雲寺宮園線護岸崩落による道路災害復旧工事
※補助率：国2/3

建設
政策課

予　算　額

53



（単位：千円）

起　 　債　 　名
令和５年度
当初予算額

（交付税算入額）

令和４年度
当初予算額

（交付税算入額）
増 減 額 主　な　起　債　事　業

633,000 664,300 △ 31,300
(443,100) (465,010) (△ 21,910)

144,700 173,700 △ 29,000
(101,290) (121,590) (△ 20,300)

410,800 330,700 80,100
(91,289) (73,489) (17,800)

111,500 20,300 91,200
(0) (0) (0)

162,700 105,500 57,200
(53,790) (26,040) (27,750)

19,700 25,900 △ 6,200
(0) (0) (0)

5,500 18,300 △ 12,800
(1,080) (4,410) (△ 3,330)

258,700 177,800 80,900
(0) (0) (0)

3,800 0 3,800
(1,140) (0) (1,140)

56,300 51,200 5,100
(16,890) (15,360) (1,530)

264,100 218,800 45,300
(0) (0) (0)

419,200 31,200 388,000
(293,440) (21,840) (271,600)

地方道路等整備事業債
充当率：90％

交付税算入：なし

大貞加来一号線交差点改良事業
道路橋りょう総務事業
蛎瀬712号線道路改良事業

緊急防災・減災事業債
充当率：100％

交付税算入：70％

本庁舎整備事業
防災設備管理事業
防災設備整備事業

地域活性化事業債
充当率：90％

交付税算入：30％
議会運営事業

防災対策事業債
充当率：75～100％

交付税算入：30～50％

常備消防施設整備事業
非常備消防施設整備事業
公民館整備事業

一般補助施設整備等事業債
充当率：75％

交付税算入：0～30％

長者屋敷官衙遺跡整備事業
福澤記念館整備事業
　（不滅の福澤プロジェクト）
三保文化センター整備事業

一般事業債
充当率：75％

交付税算入：なし

青の洞門周辺整備事業
中津市総合体育館整備事業
本庁舎整備事業

学校教育施設整備事業債
充当率：75～90％

交付税算入：0～70％

北部小学校校舎増築事業
中学校整備事業
小学校整備事業

社会福祉施設整備事業債
充当率：80％

交付税算入：なし
保育所等整備事業

公共事業等債
充当率：本来分50％＋財源対策債分40％

交付税算入：本来分0％＋財源対策債分50％

宮永角木線街路事業
橋りょう長寿命化修繕事業
万田沖代線道路整備事業

公営住宅建設事業債
充当率：100％

交付税算入：なし

高瀬住宅建替事業
宝門住宅改善事業

令和５年度一般会計当初予算　起債内訳表

過疎対策事業債（ハード）
充当率：100％

交付税算入：70％

耶馬溪公民館整備事業
コアやまくに施設整備事業
林道維持事業（山国支所）

過疎対策事業債（ソフト）
充当率：100％

交付税算入：70％

地方バス路線維持事業
コミュニティバス運行事業
中山間地域等直接支払事業
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（単位：千円）

起　 　債　 　名
令和５年度
当初予算額

（交付税算入額）

令和４年度
当初予算額

（交付税算入額）
増 減 額 主　な　起　債　事　業

215,400 95,400 120,000
(97,135) (39,285) (57,850)

44,700 61,000 △ 16,300
(31,290) (42,700) (△ 11,410)

105,900 537,200 △ 431,300
(31,770) (230,980) (△ 199,210)

17,000 0 17,000
(11,685) (0) (11,685)

119,100 96,700 22,400
(59,550) (48,350) (11,200)

211,000 800,000 △ 589,000
(211,000) (800,000) (△ 589,000)

3,203,100 3,408,000 △ 204,900
(1,444,449) (1,889,054) (△ 444,605)

合　 　計

一般会計出資債（水道事業会計）
充当率：100％

交付税算入：50％

保健衛生総務事業
　（三口配水池増築改修事業）

臨時財政対策債
充当率：100％

交付税算入：100％

一般廃棄物処理事業債
充当率：75％

交付税算入：30％

ごみ処理施設整備事業
（クリーンプラザ）

し尿処理施設整備事業

災害復旧事業債
充当率：90～100％

交付税算入：47.5～95％

道路災害復旧事業
　（令和4年台風14号関連）

公共施設等適正管理推進事業債
充当率：90％

交付税算入：0～50％

道路長寿命化修繕事業
本庁舎整備事業
中津市総合体育館整備事業

緊急自然災害防止対策事業債
充当率：100％

交付税算入：70％

河川整備事業
砂防事業
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〇議第１３号 令和５年度中津市国民健康保険事業特別会計予算 

＜事業勘定＞  （単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．国民健康保険税 1,197,625 12.6 1,234,668 13.5 △37,043 △3.0

２．使用料及び手数料 1,100 0.0 1,600 0.0 △500 △31.3

３．県支出金 7,596,933 80.2 7,246,789 79.0 350,144 4.8 

４．財産収入 2,740 0.0 4,197 0.0 △1,457 △34.7

５．繰入金 670,135 7.1 672,224 7.3 △2,089 △0.3

６．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

７．諸収入 11,405 0.1 11,857 0.1 △452 △3.8

計 9,479,939 100.0 9,171,336 100.0 308,603 3.4 

   （単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．総務費 48,966 0.5 63,252 0.7 △14,286 △22.6

２．保険給付費 7,345,600 77.5 6,992,478 76.2 353,122 5.1 

３．国民健康保険事業 

３．費納付金 
1,992,612 21.0 2,016,879 22.0 △24,267 △1.2

４．保健事業費 64,238 0.7 63,690 0.7 548 0.9 

５．基金積立金 2,740 0.0 4,197 0.0 △1,457 △34.7

６．諸支出金 25,783 0.3 30,840 0.3 △5,057 △16.4

計 9,479,939 100.0 9,171,336 100.0 308,603 ３.４ 

※前年度からの主な増減要因

   １人あたりの医療費の増などによる保険給付費の増額及び県支出金の増額 

＜直診勘定＞  （単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．診療収入 110,382 64.2 120,189 70.5 △9,807 △8.2

２．使用料及び手数料 347 0.2 368 0.2 △21 △5.7

３．県支出金 1,155 0.7 2,400 1.4 △1,245 △51.9

４．財産収入 3 0.0 3 0.0 0 0.0 

５．寄附金 3 0.0 3 0.0 0 0.0 

６．繰入金 53,382 31.0 39,259 23.0 14,123 36.0 

７．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

８．諸収入 5,609 3.3 5,869 3.4 △260 △4.4

９．市債 1,100 0.6 2,400 1.4 △1,300 △54.2

計 171,982 100.0 170,492 100.0 1,490 0.9 
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（単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．総務費 107,889 62.8 99,803 58.5 8,086 8.1 

２．医業費 55,119 32.0 59,274 34.8 △4,155 △7.0

３．施設整備費 3,285 1.9 5,960 3.5 △2,675 △44.9

４．公債費 4,689 2.7 4,455 2.6 234 5.3 

５．予備費 1,000 0.6 1,000 0.6 0 0.0 

計 171,982 100.0 170,492 100.0 1,490 0.9 

〇議第１４号 令和５年度中津市介護保険事業特別会計予算 

＜保険事業勘定＞  （単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．介護保険料 1,581,957 18.6 1,571,663 19.0 10,294 0.7 

２．使用料及び手数料 391 0.0 404 0.0 △13 △3.2

３．国庫支出金 2,154,748 25.4 2,095,550 25.3 59,198 2.8 

４．支払基金交付金 2,238,010 26.4 2,182,897 26.3 55,113 2.5 

５．県支出金 1,163,251 13.7 1,140,853 13.8 22,398 2.0 

６．財産収入 1,293 0.0 1,609 0.0 △316 △19.6

７．繰入金 1,351,717 15.9 1,290,694 15.6 61,023 4.7 

８．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

９．諸収入 348 0.0 585 0.0 △237 △40.5

計 8,491,716 100.0 8,284,256 100.0 207,460 2.5 

   （単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．総務費 83,194 1.0 78,236 0.9 4,958 6.3 

２．保険給付費 8,016,959 94.4 7,812,429 94.3 204,530 2.6 

３．地域支援費 355,687 4.2 360,195 4.3 △4,508 △1.3

４．基金積立金 1,294 0.0 1,610 0.0 △316 △19.6

５．諸支出金 34,082 0.4 31,286 0.4 2,796 8.9 

６．予備費 500 0.0 500 0.0 0 0.0 

計 8,491,716 100.0 8,284,256 100.0 207,460 2.5 

※前年度からの主な増減要因

   施設の延べ利用者数の増及び令和４年１０月より報酬改定が行われたことによる保険給付費の

増額及び国庫支出金等の増額 
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＜介護サービス事業勘定＞   （単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．財産収入 357 0.8 513 1.1 △156 △30.4

２．繰入金 38,009 83.6 6,964 14.8 31,045 445.8 

３．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

４．諸収入 2 0.0 2 0.0 0 0.0 

５．県支出金 7,100 15.6 0 0.0 7,100 皆増 

６．市債 0 0.0 39,500 84.1 △39,500 皆減 

計 45,469 100.0 46,980 100.0 △1,511 △3.2

   （単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．総務費 5,147 11.3 5,899 12.6 △752 △12.7

２．施設整備費 38,390 84.4 39,500 84.1 △1,110 △2.8

３．基金積立金 358 0.8 514 1.1 △156 △30.4

４．公債費 574 1.3 67 0.1 507 756.7 

５．予備費 1,000 2.2 1,000 2.1 0 0.0 

計 45,469 100.0 46,980 100.0 △1,511 △3.2

〇議第１５号 令和５年度中津市サイクリングターミナル事業特別会計予算 

（単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．事業収入 238 2.5 720 6.9 △482 △66.9

２．使用料及び手数料 4,982 51.9 6,468 62.0 △1,486 △23.0

３．財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

４．繰入金 4,133 43.0 3,052 29.2 1,081 35.4 

５．諸収入 267 2.8 194 1.9 73 37.6 

計 9,621 100.0 10,435 100.0 △814 △7.8

   （単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．事業費 9,621 100.0 10,435 100.0 △814 △7.8

計 9,621 100.0 10,435 100.0 △814 △7.8
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〇議第１６号 令和５年度中津市後期高齢者医療特別会計予算 

（単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．後期高齢者医療 

１．保険料 
862,715 71.4 781,855 70.2 80,860 10.3 

２．使用料及び手数料 142 0.0 142 0.0 0 0.0 

３．繰入金 344,448 28.5 330,143 29.7 14,305 4.3 

４．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

５．諸収入 1,578 0.1 1,253 0.1 325 25.9 

計 1,208,884 100.0 1,113,394 100.0 95,490 8.6 

   （単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．総務費 11,901 1.0 6,504 0.6 5,397 83.0 

２．後期高齢者医療 

２．広域連合納付金 
1,194,916 98.9 1,105,148 99.3 89,768 8.1 

３．諸支出金 1,567 0.1 1,242 0.1 325 26.2 

４．予備費 500 0.0 500 0.0 0 0.0 

計 1,208,884 100.0 1,113,394 100.0 95,490 8.6 

※前年度からの主な増減要因

対象人数の増に伴う保険料の増額及び後期高齢者医療広域連合納付金の増額 

〇議第１７号 令和５年度中津市ケーブルネットワーク事業特別会計予算 

（単位：千円、％） 

歳入区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．分担金及び負担金 3,520 1.4 2,766 0.6 754 27.3 

２．使用料及び手数料 179,126 72.2 176,892 39.1 2,234 1.3 

３．財産収入 240 0.1 339 0.1 △99 △29.2

４．繰入金 46,050 18.6 23,520 5.2 22,530 95.8 

５．諸収入 2,056 0.8 2,056 0.4 0 0.0 

６．市債 17,000 6.9 247,200 54.6 △230,200 △93.1

計 247,992 100.0 452,773 100.0 △204,781 △45.2
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   （単位：千円、％） 

歳出区分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 増（減）額 伸率 

１．総務費 235,307 94.9 451,575 99.7 △216,268 △47.9

２．公債費 11,685 4.7 198 0.1 11,487 5,801.5 

３．予備費 1,000 0.4 1,000 0.2 0 0.0 

計 247,992 100.0 452,773 100.0 △204,781 △45.2

〇議第１８号 令和５年度中津市病院事業会計予算 

収益的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

８，８１８，９１１ ８，４６６，３６８ ３５２，５４３ ４．２ 

※前年度からの主な増減要因

入院・外来収益の増額（新規患者、手術件数、化学療法の増等） 

収益的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

８，６０３，２７４ ８，２７２，８９１ ３３０，３８３ ４．０ 

※前年度からの主な増減要因

給与費の増額（看護師等業務従事手当支給）及び薬品費の増（化学療法） 

資本的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１，１６４，１９１ ２０９，８７４ ９５４，３１７ ４５４．７ 

※前年度からの主な増減要因

   企業債の増額（医療機器更新） 

資本的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１，５５８，８３５ ５４９，３２４ １，００９，５１１ １８３．８ 

※前年度からの主な増減要因

   建設改良費の増額（医療機器更新） 
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〇議第１９号 令和５年度中津市診療所事業会計予算 

収益的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１０６，３５８ １０６，１７１ １８７ ０．２ 

※前年度からの主な増減要因

外来収益の増額（診療日数による） 

収益的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１０５，９４０ １０５，２８２ ６５８ ０．６ 

※前年度からの主な増減要因

給与費の増額 

資本的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

０ ０ ０ ０ 

資本的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

０ ３，０００ △３，０００ △１００．０

※前年度からの主な増減要因

   器械器具購入費の減額 

〇議第２０号 令和５年度中津市水道事業会計予算 

収益的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１，７３０，４７８ １，７７７，７３３ △４７，２５５ △２．７

※前年度からの主な増減要因

受託工事収益及び消費税還付金の減額 

収益的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１，５１６，４０４ １，４０８，７１７ １０７，６８７ ７．６ 

※前年度からの主な増減要因

原水及び浄水費（委託料、動力費）及び減価償却費の増額 
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資本的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１，３６２，８３６ １，６１８，７２４ △２５５，８８８ △１５．８

※前年度からの主な増減要因

   企業債の減額 

資本的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

２，０４４，０６５ ２，３６７，０３２ △３２２，９６７ △１３．６

※前年度からの主な増減要因

   三口浄水場整備費の減額 

〇議第２１号 令和５年度中津市下水道事業会計予算 

収益的収入   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

２，３１５，９２３ ２，０２３，６１２ ２９２，３１１ １４．４ 

※前年度からの主な増減要因

使用料等の増額（農業集落排水事業及び小規模集合排水事業の地方公営企業法適用による） 

収益的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

２，３３２，１４７ １，９７６，６８０ ３５５，４６７ １８．０ 

※前年度からの主な増減要因

減価償却費等の増額（農業集落排水事業及び小規模集合排水事業の地方公営企業法適用による） 

資本的収入                                              （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

１，５４１，０９４ １，５５０，０３５ △８，９４１ △０．６

※前年度からの主な増減要因

   企業債の減額 

資本的支出   （単位：千円、％） 

令和５年度当初予算 令和４年度当初予算 増（減）額 伸率 

２，３３６，８４７ ２，３１０，１４６ ２６，７０１ １．２ 

※前年度からの主な増減要因

   企業債償還金等の増額（農業集落排水事業及び小規模集合排水事業の地方公営企業法適用による） 
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